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文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四条）（抄）
（所有者の管理義務及び管理責任者）
第三十一条 重要文化財の所有者は、この法律並びにこれに基いて発する文部科学省令及び文化庁長官の
指示に従い、重要文化財を管理しなければならない。
２重要文化財の所有者は、当該重要文化財の適切な管理のため必要があるときは、第百九十二条の二第一
項に規定する文化財保存活用支援団体その他の適当な者を専ら自己に代わり当該重要文化財の管理の責
めに任ずべき者（以下この節及び第百八十七条第一項第一号において「管理責任者」という。）に選任す
ることができる。
３前項の規定により管理責任者を選任したときは、重要文化財の所有者は、文部科学省令の定める事項を
記載した書面をもつて、当該管理責任者と連署の上二十日以内に文化庁長官に届け出なければならない。
管理責任者を解任した場合も同様とする。
４管理責任者には、前条及び第一項の規定を準用する。

（現状変更等の制限）
第四十三条 重要文化財に関しその現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとするとき
は、文化庁長官の許可を受けなければならない。ただし、現状変更については維持の措置又は非常災害
のために必要な応急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微である場合は、こ
の限りでない。
２前項但書に規定する維持の措置の範囲は、文部科学省令で定める。
３文化庁長官は、第一項の許可を与える場合において、その許可の条件として同項の現状変更又は保存に影
響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることができる。
４第一項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかつたときは、文化庁長官は、許可に係る現状変
更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停止を命じ、又は許可を取り消すことができる。
５第一項の許可を受けることができなかつたことにより、又は第三項の許可の条件を付せられたことによ
つて損失を受けた者に対しては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。
６前項の場合には、第四十一条第二項から第四項までの規定を準用する。

（修理の届出等）
第四十三条の二 重要文化財を修理しようとするときは、所有者又は管理団体は、修理に着手しようとす
る日の三十日前までに、文部科学省令の定めるところにより、文化庁長官にその旨を届け出なければなら
ない。但し、前条第一項の規定により許可を受けなければならない場合その他文部科学省令の定める場
合は、この限りでない。
２重要文化財の保護上必要があると認めるときは、文化庁長官は、前項の届出に係る重要文化財の修理に
関し技術的な指導と助言を与えることができる。

（重要文化財保存活用計画の認定）
第五十三条の二 重要文化財の所有者（管理団体がある場合は、その者）は、文部科学省令で定めるとこ
ろにより、重要文化財の保存及び活用に関する計画（以下「重要文化財保存活用計画」という。）を作成
し、文化庁長官の認定を申請することができる。
２重要文化財保存活用計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。
一当該重要文化財の名称及び所在の場所
二当該重要文化財の保存及び活用のために行う具体的な措置の内容
三計画期間
四その他文部科学省令で定める事項
３前項第二号に掲げる事項には、次に掲げる事項を記載することができる。
一当該重要文化財の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為に関する事項
二当該重要文化財の修理に関する事項
三当該重要文化財（建造物であるものを除く。次項第六号において同じ。）の公開を目的とする寄託契約
に関する事項

４文化庁長官は、第一項の規定による認定の申請があつた場合において、その重要文化財保存活用計画が次
の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。
一当該重要文化財保存活用計画の実施が当該重要文化財の保存及び活用に寄与するものであると認めら
れること。
二円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。
三第百八十三条の二第一項に規定する文化財保存活用大綱又は第百八十三条の五第一項に規定する認定
文化財保存活用地域計画が定められているときは、これらに照らし適切なものであること。
四当該重要文化財保存活用計画に前項第一号に掲げる事項が記載されている場合には、その内容が重要
文化財の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為を適切に行うために必要なものとして文部科学省令で
定める基準に適合するものであること。
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五当該重要文化財保存活用計画に前項第二号に掲げる事項が記載されている場合には、その内容が重要文
化財の修理を適切に行うために必要なものとして文部科学省令で定める基準に適合するものであるこ
と。
六当該重要文化財保存活用計画に前項第三号に掲げる事項が記載されている場合には、当該寄託契約の内
容が重要文化財の公開を適切かつ確実に行うために必要なものとして文部科学省令で定める基準に適合
するものであること。
５（略）

（認定を受けた重要文化財保存活用計画の変更）
第五十三条の三 前条第四項の認定を受けた重要文化財の所有者又は管理団体は、当該認定を受けた重要
文化財保存活用計画の変更（文部科学省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、文化
庁長官の認定を受けなければならない。
２前条第四項及び第五項の規定は、前項の認定について準用する。

（現状変更等の許可の特例）
第五十三条の四 第五十三条の二第三項第一号に掲げる事項が記載された重要文化財保存活用計画が同条
第四項の認定（前条第一項の変更の認定を含む。以下この款及び第百五十三条第二項第六号において同
じ。）を受けた場合において、当該重要文化財の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為をその記載された
事項の内容に即して行うに当たり、第四十三条第一項の許可を受けなければならないときは、同項の規定
にかかわらず、当該現状変更又は保存に影響を及ぼす行為が終了した後遅滞なく、文部科学省令で定める
ところにより、その旨を文化庁長官に届け出ることをもつて足りる。

（有形文化財の登録）
第五十七条 文部科学大臣は、重要文化財以外の有形文化財（第百八十二条第二項に規定する指定を地方
公共団体が行つているものを除く。）のうち、その文化財としての価値に鑑み保存及び活用のための措
置が特に必要とされるものを文化財登録原簿に登録することができる。
２文部科学大臣は、前項の規定による登録をしようとするときは、あらかじめ、関係地方公共団体の意見
を聴くものとする。ただし、当該登録をしようとする有形文化財が第百八十二条の二第一項若しくは第
百八十三条の五第一項の規定又は文化観光拠点施設を中核とした地域における文化観光の推進に関する
法律（令和二年法律第十八号）第十六条第一項の規定による登録の提案に係るものであるときは、この
限りでない。
３文化財登録原簿に記載すべき事項その他文化財登録原簿に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。

（登録有形文化財の現状変更の届出等）
第六十四条 登録有形文化財に関しその現状を変更しようとする者は、現状を変更しようとする日の三十
日前までに、文部科学省令で定めるところにより、文化庁長官にその旨を届け出なければならない。ただ
し、維持の措置若しくは非常災害のために必要な応急措置又は他の法令の規定による現状変更を内容と
する命令に基づく措置を執る場合は、この限りでない。
２前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、文部科学省令で定める。
３登録有形文化財の保護上必要があると認めるときは、文化庁長官は、第一項の届出に係る登録有形文化
財の現状変更に関し必要な指導、助言又は勧告をすることができる。

（登録有形文化財保存活用計画の認定）
第六十七条の二 登録有形文化財の所有者（管理団体がある場合は、その者）は、文部科学省令で定める
ところにより、登録有形文化財の保存及び活用に関する計画（以下「登録有形文化財保存活用計画」と
いう。）を作成し、文化庁長官の認定を申請することができる。
２登録有形文化財保存活用計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。
一当該登録有形文化財の名称及び所在の場所
二当該登録有形文化財の保存及び活用のために行う具体的な措置の内容
三計画期間
四その他文部科学省令で定める事項
３前項第二号に掲げる事項には、次に掲げる事項を記載することができる。
一当該登録有形文化財の現状変更に関する事項
二当該登録有形文化財（建造物であるものを除く。次項第五号において同じ。）のうち世界文化の見地か
ら歴史上、芸術上又は学術上特に優れた価値を有するものの公開を目的とする寄託契約に関する事項

４文化庁長官は、第一項の規定による認定の申請があつた場合において、その登録有形文化財保存活用計画
が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。
一当該登録有形文化財保存活用計画の実施が当該登録有形文化財の保存及び活用に寄与するものである
と認められること。
二円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。
三第百八十三条の二第一項に規定する文化財保存活用大綱又は第百八十三条の五第一項に規定する認定
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文化財保存活用地域計画が定められているときは、これらに照らし適切なものであること。
四当該登録有形文化財保存活用計画に前項第一号に掲げる事項が記載されている場合には、その内容が
登録有形文化財の現状変更を適切に行うために必要なものとして文部科学省令で定める基準に適合す
るものであること。
五当該登録有形文化財保存活用計画に前項第二号に掲げる事項が記載されている場合には、当該寄託契
約の内容が登録有形文化財の公開を適切かつ確実に行うために必要なものとして文部科学省令で定め
る基準に適合するものであること。

５文化庁長官は、前項の認定をしたときは、遅滞なく、その旨を当該認定を申請した者に通知しなければ
ならない。

（現状変更の届出の特例）
第六十七条の四 第六十七条の二第三項第一号に掲げる事項が記載された登録有形文化財保存活用計画が
同条第四項の認定（前条第一項の変更の認定を含む。以下この節及び第百五十三条第二項第七号におい
て同じ。）を受けた場合において、当該登録有形文化財の現状変更をその記載された事項の内容に即して
行うに当たり、第六十四条第一項の規定による届出を行わなければならないときは、同項の規定にかかわ
らず、当該現状変更が終了した後遅滞なく、文部科学省令で定めるところにより、その旨を文化庁長官に
届け出ることをもつて足りる。

第百二十五条 史跡名勝天然記念物に関しその現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしよう
とするときは、文化庁長官の許可を受けなければならない。ただし、現状変更については維持の措置又は
非常災害のために必要な応急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微である場
合は、この限りでない。
２前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、文部科学省令で定める。
３第一項の規定による許可を与える場合には、第四十三条第三項の規定を、第一項の規定による許可を受
けた者には、同条第四項の規定を準用する。
４第一項の規定による処分には、第百十一条第一項の規定を準用する。
５第一項の許可を受けることができなかつたことにより、又は第三項で準用する第四十三条第三項の許可
の条件を付せられたことによつて損失を受けた者に対しては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。
６前項の場合には、第四十一条第二項から第四項までの規定を準用する。
７第一項の規定による許可を受けず、又は第三項で準用する第四十三条第三項の規定による許可の条件に
従わないで、史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をした者に対して
は、文化庁長官は、原状回復を命ずることができる。この場合には、文化庁長官は、原状回復に関し
必要な指示をすることができる。

（関係行政庁による通知）
第百二十六条 前条第一項の規定により許可を受けなければならないこととされている行為であつてその行
為をするについて、他の法令の規定により許可、認可その他の処分で政令に定めるものを受けなければな
らないこととされている場合において、当該他の法令において当該処分の権限を有する行政庁又はその委
任を受けた者は、当該処分をするときは、政令の定めるところにより、文化庁長官（第百八十四条第一項
又は第百八十四条の二第一項の規定により前条第一項の規定による許可を都道府県又は市町村の教育委員
会が行う場合には、当該都道府県又は市町村の教育委員会）に対し、その旨を通知するものとする。

（環境保全）
第百二十八条 文化庁長官は、史跡名勝天然記念物の保存のため必要があると認めるときは、地域を定め
て一定の行為を制限し、若しくは禁止し、又は必要な施設をすることを命ずることができる。
２前項の規定による処分によつて損失を受けた者に対しては、国は、その通常生ずべき損失を補償する。
３（略）

（史跡名勝天然記念物保存活用計画の認定）
第百二十九条の二 史跡名勝天然記念物の管理団体又は所有者は、文部科学省令で定めるところにより、
史跡名勝天然記念物の保存及び活用に関する計画（以下「史跡名勝天然記念物保存活用計画」とい
う。）を作成し、文化庁長官の認定を申請することができる。
２史跡名勝天然記念物保存活用計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。
一当該史跡名勝天然記念物の名称及び所在地
二当該史跡名勝天然記念物の保存及び活用のために行う具体的な措置の内容
三計画期間
四その他文部科学省令で定める事項
３前項第二号に掲げる事項には、当該史跡名勝天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為に関す
る事項を記載することができる。
４文化庁長官は、第一項の規定による認定の申請があつた場合において、その史跡名勝天然記念物保存活用
計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。
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一当該史跡名勝天然記念物保存活用計画の実施が当該史跡名勝天然記念物の保存及び活用に寄与するも
のであると認められること。
二円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。
三第百八十三条の二第一項に規定する文化財保存活用大綱又は第百八十三条の五第一項に規定する認定
文化財保存活用地域計画が定められているときは、これらに照らし適切なものであること。
四当該史跡名勝天然記念物保存活用計画に前項に規定する事項が記載されている場合には、その内容が
史跡名勝天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為を適切に行うために必要なものとして文
部科学省令で定める基準に適合するものであること。

５文化庁長官は、前項の認定をしたときは、遅滞なく、その旨を当該認定を申請した者に通知しなければ
ならない。

（認定を受けた史跡名勝天然記念物保存活用計画の変更）
第百二十九条の三 前条第四項の認定を受けた史跡名勝天然記念物の管理団体又は所有者は、当該認定を
受けた史跡名勝天然記念物保存活用計画の変更（文部科学省令で定める軽微な変更を除く。）をしよう
とするときは、文化庁長官の認定を受けなければならない。
２前条第四項及び第五項の規定は、前項の認定について準用する。

（現状変更等の許可の特例）
第百二十九条の四 第百二十九条の二第三項に規定する事項が記載された史跡名勝天然記念物保存活用計
画が同条第四項の認定（前条第一項の変更の認定を含む。以下この章及び第百五十三条第二項第二十五
号において同じ。）を受けた場合において、当該史跡名勝天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす
行為をその記載された事項の内容に即して行うに当たり、第百二十五条第一項の許可を受けなければなら
ないときは、同項の規定にかかわらず、当該現状変更又は保存に影響を及ぼす行為が終了した後遅滞な
く、文部科学省令で定めるところにより、その旨を文化庁長官に届け出ることをもつて足りる。

（重要文化財等についての国に関する特例）
第百六十七条 次に掲げる場合には、関係各省各庁の長は、文部科学大臣を通じ文化庁長官に通知しなけ
ればならない。
一重要文化財、重要有形民俗文化財又は史跡名勝天然記念物を取得したとき。
二重要文化財、重要有形民俗文化財又は史跡名勝天然記念物の所管換えを受け、又は所属替えをしたとき。
三（略）
四（略）
五所管に属する重要文化財又は史跡名勝天然記念物を修理し、又は復旧しようとするとき（次条第一項
第一号の規定により文化庁長官の同意を求めなければならない場合その他文部科学省令の定める場合
を除く。）。
六（略）
七（略）
２前項第一号及び第二号の場合に係る通知には、第三十二条第一項（第八十条及び第百二十条で準用する
場合を含む。）の規定を、前項第三号の場合に係る通知には、第三十三条（第八十条及び第百二十条で
準用する場合を含む。）及び第百三十六条の規定を、前項第四号の場合に係る通知には、第三十四条
（第八十条で準用する場合を含む。）の規定を、前項第五号の場合に係る通知には、第四十三条の二第
一項及び第百二十七条第一項の規定を、前項第六号の場合に係る通知には、第八十一条第一項及び第百
三十九条第一項の規定を、前項第七号の場合に係る通知には、第百十五条第二項の規定を準用する。

（地方公共団体の事務）
第百八十二条 地方公共団体は、文化財の管理、修理、復旧、公開その他その保存及び活用に要する経費
につき補助することができる。
２地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化財、重要無形文化財、重要有形民俗文化財、重
要無形民俗文化財及び史跡名勝天然記念物以外の文化財で当該地方公共団体の区域内に存するもののう
ち重要なものを指定して、その保存及び活用のため必要な措置を講ずることができる。
３地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化財、登録有形文化財、重要無形文化財、登録
無形文化財、重要有形民俗文化財、重要無形民俗文化財、登録有形民俗文化財、登録無形民俗文化財、
史跡名勝天然記念物及び登録記念物以外の文化財で当該地方公共団体の区域内に存するもの（前項に規
定する指定を行つているものを除く。）のうち、その文化財としての価値に鑑み保存及び活用のための
措置が特に必要とされるものを当該地方公共団体の文化財に関する登録簿に登録して、その保存及び活用
のため必要な措置を講ずることができる。
４第二項に規定する条例の制定若しくはその改廃又は同項に規定する文化財の指定若しくはその解除を行
つた場合には、教育委員会は、文部科学省令の定めるところにより、文化庁長官にその旨を報告しなけれ
ばならない。
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（書類等の経由）
第百八十八条 この法律の規定により文化財に関し文部科学大臣又は文化庁長官に提出すべき届書その他の
書類及び物件の提出は、都道府県の教育委員会（当該文化財が指定都市の区域内に存する場合にあつて
は、当該指定都市の教育委員会。以下この条において同じ。）を経由すべきものとする。
２都道府県の教育委員会は、前項に規定する書類及び物件を受理したときは、意見を具してこれを文部科
学大臣又は文化庁長官に送付しなければならない。
３この法律の規定により文化財に関し文部科学大臣又は文化庁長官が発する命令、勧告、指示その他の処分
の告知は、都道府県の教育委員会を経由すべきものとする。ただし、特に緊急な場合は、この限りでない。
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文化財保護法施行令（昭和五十年政令第二百六十七号）（抄）
（都道府県又は市の教育委員会が処理する事務）
第五条 次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県の教育委員会（当該都道府県が特定地方
公共団体である場合にあつては、当該都道府県の知事。以下同じ。）が行うこととする。ただし、我が
国にとつて歴史上又は学術上の価値が特に高いと認められる埋蔵文化財について、文化庁長官がその保護
上特に必要があると認めるときは、自ら第五号に掲げる事務（法第九十二条第一項の規定による届出の
受理及び法第九十四条第一項又は第九十七条第一項の規定による通知の受理を除く。）を行うことを妨
げない。
一（略）
二法第四十三条第四項（法第百二十五条第三項において準用する場合を含む。）の規定による現状変更
又は保存に影響を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）の停止命令（文化庁長官が許可した現
状変更等に係るものに限る。）
三（略）
四（略）
五（略）
２（略）
３次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県の教育委員会（第一号及び第三号に掲げるもの
にあつては第一号イ及びロに掲げる現状変更等が指定都市又は地方自治法第二百五十二条の二十二第一
項の中核市（以下「指定都市等」という。）の区域内において行われる場合、第二号に掲げるものにあつ
ては指定都市等の区域内において公開が行われ、かつ、当該公開に係る重要文化財が当該指定都市等の区
域内に存するもののみである場合においては、当該指定都市等の教育委員会（当該指定都市等が特定地
方公共団体である場合にあつては、当該指定都市等の長。第七条において同じ。））が行うこととする。
一次に掲げる現状変更等に係る法第四十三条第一項、第三項及び第四項の規定による許可及びその取消
し並びに停止命令
イ建造物である重要文化財と一体のものとして当該重要文化財に指定された土地その他の物件（建造物
を除く。）の現状変更等
ロ（略）
二（略）
三（略）
４次に掲げる文化庁長官の権限に属する事務は、都道府県の教育委員会（第一号イからリまで及びルに掲
げる現状変更等が市の区域（法第百十五条第一項に規定する管理団体（以下この条及び次条第二項第一
号イにおいて単に「管理団体」という。）が都道府県である史跡名勝天然記念物の管理のための計画（以
下この条並びに次条第二項第一号イ及びハにおいて「管理計画」という。）を当該都道府県の教育委員会
が定めている区域を除く。以下この項において「市の特定区域」という。）内において行われる場合、第
一号ヌに掲げる現状変更等を行う動物園又は水族館が市の特定区域内に存する場合並びに同号ヲに規定
する指定区域が市の特定区域内に存する場合にあつては、当該市の教育委員会（当該市が特定地方公共
団体である場合にあつては、当該市の長。以下この条において同じ。））が行うこととする。
一次に掲げる現状変更等（イからチまでに掲げるものにあつては、史跡名勝天然記念物の指定に係る地
域内において行われるものに限る。）に係る法第百二十五条第一項並びに同条第三項において準用する
法第四十三条第三項及び第四項の規定による許可及びその取消し並びに停止命令
イ小規模建築物（階数が二以下で、かつ、地階を有しない木造又は鉄骨造の建築物であつて、建築面積
（増築又は改築にあつては、増築又は改築後の建築面積）が百二十平方メートル以下のものをいう。ロ
において同じ。）で二年以内の期間を限つて設置されるものの新築、増築又は改築
ロ小規模建築物の新築、増築又は改築（増築又は改築にあつては、建築の日から五十年を経過していな
い小規模建築物に係るものに限る。）であつて、指定に係る地域の面積が百五十ヘクタール以上である
史跡名勝天然記念物に係る都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第八条第一項第一号の第一種低層
住居専用地域、第二種低層住居専用地域又は田園住居地域におけるもの
ハ工作物（建築物を除く。以下このハにおいて同じ。）の設置若しくは改修（改修にあつては、設置の
日から五十年を経過していない工作物に係るものに限る。）又は道路の舗装若しくは修繕（それぞれ
土地の掘削、盛土、切土その他土地の形状の変更を伴わないものに限る。）
ニ法第百十五条第一項（法第百二十条及び第百七十二条第五項において準用する場合を含む。）に規定
する史跡名勝天然記念物の管理に必要な施設の設置又は改修
ホ電柱、電線、ガス管、水管、下水道管その他これらに類する工作物の設置又は改修
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ヘ建築物等の除却（建築又は設置の日から五十年を経過していない建築物等に係るものに限る。）
ト木竹の伐採（名勝又は天然記念物の指定に係る木竹については、危険防止のため必要な伐採に限る。）
チ（略）
リ（略）
ヌ（略）
ル（略）
ヲイからルまでに掲げるもののほか、史跡名勝天然記念物の指定に係る地域のうち指定区域（当該史跡
名勝天然記念物の管理計画を都道府県の教育委員会（当該管理計画が市の区域（管理団体が当該都道
府県である史跡名勝天然記念物の指定に係る地域内の区域に限る。）又は町村の区域（次条第七項に
規定する特定認定市町村である町村であつて同条第二項に規定する事務を行うこととされたものにあ
つては、管理団体が当該都道府県である史跡名勝天然記念物の指定に係る地域内の区域に限る。）を
対象とする場合に限る。）又は市の教育委員会（当該管理計画が市の特定区域を対象とする場合に限
る。）が定めている区域のうち当該都道府県又は市の教育委員会の申出に係るもので、現状変更等の
態様、頻度その他の状況を勘案して文化庁長官が指定する区域をいう。）における現状変更等
二（略）
５前項の管理計画に記載すべき事項は、文部科学省令で定める。
６都道府県の教育委員会は、管理団体が当該都道府県である史跡名勝天然記念物について、市の区域を対象
とする管理計画を定めようとするときは、あらかじめ、当該市の教育委員会に協議し、その同意を得な
ければならない。これを変更し、又は廃止しようとするときも、同様とする。
７第四項の規定により同項各号に掲げる事務のうち市の区域に係るものを行おうとする都道府県の教育委
員会は、文部科学省令で定めるところにより、その旨を公示しなければならない。これを変更し、又は
廃止しようとするときも、同様とする。
８文化庁長官は、第四項第一号ヲの規定による指定区域の指定をしたときは、その旨を官報で告示しなけ
ればならない。
９第一項本文、第二項本文、第三項及び第四項の場合においては、法の規定中これらの規定により都道府県
又は市の教育委員会が行う事務に係る文化庁長官に関する規定は、都道府県又は市の教育委員会に関す
る規定として都道府県又は市の教育委員会に適用があるものとする。
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重要文化財（建造物）等防災施設整備事業（防災施設等）指針（令和３年12月６日
文化資源活用課長裁定）（抄）
第１章 総則
（目的及び方針）
１ この事業は、文化財保護法第35条第1項（重要文化財の管理等についての補助）等に基づき、文化庁
文化財補助金交付規則、重要文化財等防災施設整備事業費国庫補助要項等の定めに従って、重要文化財建
造物を、周囲の環境と調和させつつ火災等の災害から守るための防災施設整備を推進することを目的と
する。
補助事業者（文化財所有者等）は、文化庁、都道府県‧市区町村文化財担当部局及び所轄消防本部の
指導のもとに、防災施設整備事業が文化財保護法及び補助金等適正化法の趣旨に沿って実施されるよう十
分留意し、完成後は火災等災害に対する十分な注意を払い、消防法令及び補助要綱の求める定期点検を
行うとともに、施設の維持管理（例えば日常的な目視点検や、敷地内樹木の管理、ポンプ併設エンジンの
定期的な運転など）及び初期消火等の警防活動に遺漏のないよう努めるものとする。
２ 本指針は、この目的に沿って、国庫補助事業を円滑に進めるため、事業の設計図書等の作成及び整備後
の点検保守に関して、必要な実務的な手引きとなるべく作成したものである。
３ 文化財建造物にかかる防災施設等に関する国庫補助事業としては、重要文化財等防災施設整備事業費
と、重要文化財（建造物‧美術工芸品）修理、防災、公開活用事業費の2種類がある。前者は公債発行対
象経費（いわゆる公共事業費）であり、土木‧建築工事であって、施設と一体的に整備されるものを対象
として採択する。一方、それら工事を伴わない、機器の単純交換や消火器等の備品購入等は後者の非公
共事業関係費にて採択する。また危険木対策や鳥獣虫害対策等も後者の非公共事業関係費にて採択を行
う。ただし従来一体で行っていた防災事業について公共事業費と非公共事業費とを分けることにより、い
ずれかの事業が国庫補助額の下限を割り込んで小額となってしまう場合については、より大きい事業を
主たる事業とし、小額となってしまう事業を主たる事業の付帯事業として一体的に取り扱うことができる
（令和元年12月13日文化資源活用課事務連絡）。
（防災施設）
４ 設置‧改修の対象となる防災施設とは主として下記に掲げるものをいい、その他の特殊な施設について
は補助事業の目的と方針に照らして定める。
（１）警報設備
イ自動火災報知設備
ロ漏電火災警報機
ハ非常警報設備（非常ベル、サイレン等）
ニ火災通報装置
ホ放送設備
（２）消火設備等
消火設備等は、消火活動や延焼抑制のために整備する下記の設備等を言う。
イ消火栓設備
ロスプリンクラー設備
ハその他の消火設備（水噴霧、ガス消火設備等）
ニ動力消防ポンプ設備
ホ消火器
ヘ放水銃設備
トドレンチャー設備
チ消火活動上必要な施設（連結散水設備、連結送水管等）
リ貯水槽
ヌ加圧送水設備（ポンプ室，ポンプ）
ルその他（照明設備‧消防灯‧防火区画‧梯子等）
（３）避難設備
イ避難器具
ロ誘導灯‧誘導標識
ハ非常用照明設備
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（４）避雷設備
イ雷保護システム（ＬＰＳ）
ロ雷サージ保護対策（ＳＰＭ）
（５）防犯設備
イ防犯灯
ロ監視設備
ハ警報設備
ニその他
（６）火除地
（７）消防道路
（８）防災倉庫等
（９）保護柵
（10）覆屋
（12）防火壁、擁壁、排水施設
（防災対象建物）
５ 防災対象建物とは重要文化財建造物など重要文化財等防災施設整備事業の対象とする文化財をいう。
６ 文化財建造物防災施設整備事業と一連の事業が望ましい場合は、以下の建物を防災対象建物とするこ
とができる。ただし文化財類型により国庫補助率が異なる場合には適切に按分すること。
イ重要有形民俗文化財に指定された建物
ロ史跡‧名勝等の構成要素をなす建物
ハ重要文化財（美術工芸品）又は重要有形民俗文化財を収納する建物
（近接建物等）
７ 近接建物等とは防災対象建物に延焼の恐れのある近接する建物‧工作物‧樹木等をいい、次章に定め
る指針にしたがって警報設備及び消火設備を設置する事ができる。
補助事業の対象とすることができる近接建物とは以下のものをいう。
イ第一次近接建物等（防災対象建物との近接距離が20m以下のもの）
ロ第二次近接建物等（第一次近接建物との近接距離が5m以下のもの）
但し防災対象建物または近接建物の一方の屋根葺材が植物性材料である場合、その他地勢等の事情によ
り必要と認める場合は、第一次近接距離を最大30m以下、第二次近接距離を最大10m以下とすることがで
きる。なお防災対象建物から20m以下であっても、近接建物等までの間に防災対象建物の棟高の二倍を越
える棟高があって防火壁に替わるような耐火建築物‧工作物がある場合には、近接建物には該当しない。
自動火災報知設備の受信機や消火設備起動盤など重要な防災施設を設置し、防災管理上必要な建物は
上記の距離を超えても第二次近接建物とみなすことができる。
（防火区域）
８ 防火区域とは重要文化財建造物の周囲20mの範囲、近接建物等の周囲5mの範囲、及びその間の最少範
囲を合わせた区域をいう。
９ 防火区域は、本事業を行うにあたって火災の発生や延焼を防止する計画や設計をする基礎となるもので
ある。従って補助事業が終了した後も、防火区域内での火災の発生や延焼、あるいは消防活動に障害とな
る恐れのある建物や工作物を新築、増改築、取り壊し等の行為をする場合は、補助事業者は事前に市区
町村文化財所管部署を経由して届け出て、都道府県文化財所管部署の指導を受けるものとする。
10 防火区域内でのこれらの行為により、本補助事業が想定した計画や設計に変更が起こり得る場合は、
本補助事業の有効性を維持するよう、補助事業者において防災施設の追加等の必要な措置をとるものと
する。
11 防火区域は、補助金交付申請書の添付書類「防災施設計画」防災施設図に明示することとする。事業
後に補助事業にかかる防災施設を変更‧廃止等して防火区域を変更する場合は、前記９同様に都道府県
文化財担当部署の指導を受け、必要に応じて文化庁文化資源活用課整備活用部門に届け出るものとする。
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重要文化財保存活用計画等の認定等に関する省令（平成三十一年度文部科学省令第五号）（抄）
（重要文化財保存活用計画の認定の申請）
第一条 文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号。以下「法」という。）第五十三条の二第一項
（法第百七十四条の二第一項において準用する場合を含む。）の規定による重要文化財（国宝を含む。
以下同じ。）の保存及び活用に関する計画（以下「重要文化財保存活用計画」という。）の認定の申請
をしようとする者は、別記様式第一号による申請書を文化庁長官に提出しなければならない。
２ 前項の申請書には、次に掲げる書類、図面及び写真を添えなければならない。
一重要文化財保存活用計画に法第五十三条の二第三項第一号（法第百七十四条の二第一項において準用
する場合を含む。第三条第二項において同じ。）に掲げる事項を記載している場合には、次に掲げる
書類、図面及び写真
イ現状変更又は保存に影響を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）の設計仕様書及び設計図又
は計画書
ロ現状変更等をしようとする箇所の写真又は見取図
ハ現状変更等を必要とする理由を証するに足りる資料があるときは、その資料
ニ申請者が管理団体であるときは、所有者の承諾書
ホ管理責任者がある場合は、その承諾書
二重要文化財保存活用計画に法第五十三条の二第三項第二号（法第百七十四条の二第一項において準用
する場合を含む。第三条第三項において同じ。）に掲げる事項を記載している場合には、次に掲げる
書類、図面及び写真
イ修理の設計仕様書又は計画書
ロ修理をしようとする箇所の写真又は見取図
ハ申請者が管理団体であるときは、所有者及び権原に基づく占有者の意見書
三重要文化財保存活用計画に法第五十三条の二第三項第三号（法第百七十四条の二第一項において準用
する場合を含む。第三条第四項において同じ。）に掲げる事項を記載している場合には、重要文化財
（建造物であるものを除く。以下この号、第三条第四項、第四条第三項、第五条第一項及び第五項並
びに第六条第五号において同じ。）の所有者と寄託先美術館（租税特別措置法（昭和三十二年法律第
二十六号）第七十条の六の七第二項第五号に規定する寄託先美術館をいう。以下同じ。）の設置者との
間で締結された当該重要文化財の公開を目的とする寄託契約に関する契約書の写し
四その他参考となるべき書類、図面又は写真

（重要文化財保存活用計画の記載事項）
第三条 法第五十三条の二第二項第四号（法第百七十四条の二第一項において準用する場合を含む。）の
文部科学省令で定める事項は、次に掲げるものとする。
一重要文化財保存活用計画の名称
二重要文化財の員数
三重要文化財の指定年月日及び指定書の記号番号
四重要文化財の所有者の氏名又は名称及び住所
五管理責任者がある場合は、その氏名又は名称及び住所
六申請者が管理団体であるときは、その名称及び事務所の所在地
七その他参考となるべき事項
２ 重要文化財保存活用計画に法第五十三条の二第三項第一号に掲げる事項を記載する場合には、次に掲
げる事項を記載するものとする。
一現状変更等を必要とする理由
二現状変更等の内容及び実施の方法
三現状変更等のために所在の場所を変更するときは、変更後の所在の場所並びに現状変更等の終了後復
すべき所在の場所及びその時期
四現状変更等の着手及び終了の予定時期
３ 重要文化財保存活用計画に法第五十三条の二第三項第二号に掲げる事項を記載する場合には、次に掲
げる事項を記載するものとする。
一修理を必要とする理由
二修理の内容及び方法
三修理のために所在の場所を変更するときは、変更後の所在の場所並びに修理の終了後復すべき所在の場
所及びその時期
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四修理の着手及び終了の予定時期
４ 重要文化財保存活用計画に法第五十三条の二第三項第三号に掲げる事項を記載する場合には、次に掲
げる事項を記載するものとする。
一重要文化財の公開及び保管の計画に関する事項
二重要文化財の公開を目的とする寄託契約の契約期間
三重要文化財の公開を目的とする寄託契約を締結した寄託先美術館の設置者の氏名又は名称並びに当該
寄託先美術館の名称及び所在地

（現状変更等の許可の特例の際の様式）
第七条 法第五十三条の四（法第百七十四条の二第一項において準用する場合を含む。）の規定による届
出をしようとする者は、別記様式第四号による届出書を文化庁長官に提出しなければならない。
２ 前項の届出書には、現状変更等の結果を示す写真又は見取図を添えなければならない。

（登録有形文化財保存活用計画の認定の申請）
第九条 法第六十七条の二第一項の規定による登録有形文化財の保存及び活用に関する計画（以下「登録
有形文化財保存活用計画」という。）の認定の申請をしようとする者は、別記様式第六号による申請書を
文化庁長官に提出しなければならない。
２ 前項の申請書には、次に掲げる書類、図面及び写真を添えなければならない。
一登録有形文化財保存活用計画に法第六十七条の二第三項第一号に掲げる事項を記載している場合には、
次に掲げる書類、図面及び写真
イ現状変更の設計仕様書及び設計図又は計画書
ロ現状変更をしようとする箇所の写真又は見取図
ハ申請者が管理団体であるときは、所有者の意見書
ニ管理責任者がある場合は、その意見書
二登録有形文化財保存活用計画に法第六十七条の二第三項第二号に掲げる事項を記載している場合に
は、登録有形文化財（建造物であるものを除く。以下この号、第十一条第三項、第十二条第二項、第
十三条第一項及び第五項並びに第十四条第四号において同じ。）の所有者と寄託先美術館の設置者と
の間で締結された当該登録有形文化財の公開を目的とする寄託契約に関する契約書の写し
三その他参考となるべき書類、図面又は写真

（登録有形文化財保存活用計画の記載事項）
第十一条 法第六十七条の二第二項第四号の文部科学省令で定める事項は、次に掲げるものとする。
一登録有形文化財保存活用計画の名称
二登録有形文化財の員数
三登録有形文化財の登録年月日及び登録番号
四登録有形文化財の所有者の氏名又は名称及び住所
五管理責任者がある場合は、その氏名又は名称及び住所
六申請者が管理団体であるときは、その名称及び事務所の所在地
七その他参考となるべき事項
２ 登録有形文化財保存活用計画に法第六十七条の二第三項第一号に掲げる事項を記載する場合には、次
に掲げる事項を記載するものとする。
一現状変更を必要とする理由
二現状変更の内容及び実施の方法
三登録有形文化財が建造物である場合において、移築を行うときは、移築後の所在の場所
四登録有形文化財が建造物以外のものである場合において、現状変更のために所在の場所を変更するとき
は、変更後の所在の場所並びに現状変更の終了後復すべき所在の場所及びその時期
五現状変更の着手及び終了の予定時期
３ 登録有形文化財保存活用計画に法第六十七条の二第三項第二号に掲げる事項を記載する場合には、次
に掲げる事項を記載するものとする。
一登録有形文化財の公開及び保管の計画に関する事項
二登録有形文化財の公開を目的とする寄託契約の契約期間
三登録有形文化財の公開を目的とする寄託契約を締結した寄託先美術館の設置者の氏名又は名称並びに
当該寄託先美術館の名称及び所在地
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（現状変更の届出の特例の際の様式）
第十五条 法第六十七条の四の規定による届出をしようとする者は、別記様式第九号による届出書を文化庁
長官に提出しなければならない。

（史跡名勝天然記念物保存活用計画の認定の申請）
第四十条 法第百二十九条の二第一項（法第百七十四条の二第一項において準用する場合を含む。）の規
定による史跡名勝天然記念物（特別史跡名勝天然記念物を含む。以下同じ。）の保存及び活用に関する
計画（以下「史跡名勝天然記念物保存活用計画」という。）の認定の申請をしようとする者は、別記様式
第十八号による申請書を文化庁長官に提出しなければならない。
２ 前項の申請書には、次に掲げる書類、図面及び写真を添えなければならない。
一史跡名勝天然記念物保存活用計画に法第百二十九条の二第三項（法第百七十四条の二第一項において
準用する場合を含む。第四十二条第二項において同じ。）に規定する事項を記載している場合には、
次に掲げる書類、図面及び写真
イ現状変更等の設計仕様書及び設計図又は計画書
ロ現状変更等を必要とする理由を証するに足りる資料があるときは、その資料
ハ申請者が管理団体であるときは、現状変更等に係る工事その他の行為が行われる土地の所有者の承諾書
ニ申請者が権原に基づく占有者（現状変更等に係る工事その他の行為が行われる土地に係るものに限
る。）以外の者であるときは、権原に基づく占有者の承諾書
ホ管理団体がある場合において、申請者が所有者であるときは、管理団体の意見書
ヘ管理責任者がある場合は、その意見書
二その他参考となるべき書類、図面又は写真

（史跡名勝天然記念物保存活用計画の記載事項）
第四十二条 法第百二十九条の二第二項第四号（法第百七十四条の二第一項において準用する場合を含
む。）の文部科学省令で定める事項は、次に掲げるものとする。
一史跡名勝天然記念物保存活用計画の名称
二史跡名勝天然記念物の指定年月日
三管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地
四管理責任者がある場合は、その氏名又は名称及び住所
五その他参考となるべき事項
２ 史跡名勝天然記念物保存活用計画に法第百二十九条の二第三項に規定する事項を記載する場合には、
次に掲げる事項を記載するものとする。
一史跡名勝天然記念物の現状変更等に係る基準（申請者が定める史跡名勝天然記念物の適切な保存のた
めに必要な現状変更等の行為者、態様、頻度、規模、区域、期間その他の現状変更等の内容及び実施
の方法に関する基準をいう。次条第一号において同じ。）
二現状変更等を必要とする理由
三現状変更等の内容及び実施の方法
四現状変更等により生ずる物件の滅失又は毀損、景観の変化その他現状変更等が史跡名勝天然記念物に
及ぼす影響に関する事項

（現状変更等の許可の特例の際の様式）
第四十五条 法第百二十九条の四（法第百七十四条の二第一項において準用する場合を含む。）の規定に
よる届出をしようとする者は、別記様式第十九号による届出書を文化庁長官に提出しなければならない。
２ 前項の届出書には、現状変更等の結果を示す写真又は見取図を添えなければならない。
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特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可申請等に関す
る規則（昭和二十六年文化財保護委員会規則第十号）（抄）
文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）第八十条の規定を実施するため、同法第十五条第一項の
規定に基き、特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物現状変更等許可申請規則を次のように定め
る。

（許可の申請）
第一条 文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号。以下「法」という。）第百二十五条第一項の規
定による許可を受けようとする者（以下「許可申請者」という。）は、次に掲げる事項を記載した許可申
請書を文化庁長官（法第百八十四条第一項第二号及び第百八十四条の二第一項（法第百八十四条第一項
第二号に掲げる事務に係る部分に限る。第三条第一項において同じ。）の規定により当該許可を都道府
県又は市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会（当該都道府県又は市町村が法第五十三条の
八第一項に規定する特定地方公共団体（第六条第一項第四号において単に「特定地方公共団体」とい
う。）である場合にあつては、当該都道府県の知事又は市町村の長。以下この条及び第三条第一項におい
て同じ。）が行う場合には、当該都道府県又は市町村の教育委員会）に提出しなければならない。
一史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、名勝（特別名勝を含む。以下同じ。）又は天然記念物（特別
天然記念物を含む。以下同じ。）の別及び名称
二指定年月日
三史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四所有者の氏名又は名称及び住所
五権原に基づく占有者の氏名又は名称及び住所
六管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地
七管理責任者がある場合は、その氏名又は名称及び住所
八許可申請者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏名並びに事務所の所在地
九史跡、名勝又は天然記念物の現状変更又は保存に影響を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）
を必要とする理由
十現状変更等の内容及び実施の方法
十一現状変更等により生ずる物件の滅失若しくは毀損又は景観の変化その他現状変更等が史跡、名勝又
は天然記念物に及ぼす影響に関する事項
十二現状変更等の着手及び終了の予定時期
十三現状変更等に係る地域の地番
十四現状変更等に係る工事その他の行為の施行者の氏名及び住所又は名称及び代表者の氏名並びに事務
所の所在地
十五その他参考となるべき事項
２ （略）

（終了の報告）
第三条 法第百二十五条第一項の規定による許可を受けた者は、当該許可に係る現状変更等を終了したと
きは、遅滞なくその旨を文化庁長官（法第百八十四条第一項第二号及び第百八十四条の二第一項の規定
により当該許可を都道府県又は市町村の教育委員会が行つた場合には、当該都道府県又は市町村の教育
委員会）に報告するものとする。
２ 前項の終了の報告には、その結果を示す写真又は見取図を添えるものとする。

（維持の措置の範囲）
第四条 法第百二十五条第一項ただし書の規定により現状変更について許可を受けることを要しない場合
は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。
一史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰亡している場合において、その価値に影響を及ぼすことな
く当該史跡、名勝又は天然記念物をその指定当時の原状（指定後において現状変更等の許可を受けた
ものについては、当該現状変更等の後の原状）に復するとき。
二史跡、名勝又は天然記念物がき損し、又は衰亡している場合において、当該き損又は衰亡の拡大を防止
するため応急の措置をするとき。
三史跡、名勝又は天然記念物の一部がき損し、又は衰亡し、かつ、当該部分の復旧が明らかに不可能で
ある場合において、当該部分を除去するとき。

（管理計画）
第六条 文化財保護法施行令（昭和五十年政令第二百六十七号。次条において「令」という。）第五条第四
項の管理計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。
一史跡、名勝又は天然記念物の別及び名称
二指定年月日
三史跡、名勝又は天然記念物の所在地
四管理計画を定めた都道府県又は市町村の教育委員会（当該都道府県又は市町村が特定地方公共団体で
ある場合にあつては、当該都道府県又は市町村）
五史跡、名勝又は天然記念物の管理の状況
六史跡、名勝又は天然記念物の管理に関する基本方針
七史跡、名勝又は天然記念物の現状変更等の許可の基準及びその適用区域
八その他参考となるべき事項
２ 管理計画には、史跡、名勝又は天然記念物の許可の基準の適用区域を示す図面を添えるものとする。
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文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）の規定に基づき、及び同法を実施するため、登録有形文
化財に係る登録手続及び届出書等に関する規則を次のように定める。

（現状変更の届出）
第十四条 法第六十四条第一項の規定による現状変更の届出は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行
うものとする。
一登録有形文化財の名称及び員数
二登録年月日及び登録番号
三登録有形文化財の登録証記載の所在の場所（現在の所在の場所と異なる場合は、現在の所在の場所を
併記するものとする。）
四所有者の氏名又は名称及び住所
五管理責任者がある場合は、その氏名又は名称及び住所
六管理団体がある場合は、その名称及び事務所の所在地
七届出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
八現状変更を必要とする理由
九現状変更の内容及び実施の方法
十登録有形文化財が建造物である場合において、移築を行うときは、移築後の所在の場所
十一登録有形文化財が建造物以外のものである場合において、現状変更のために所在の場所を変更すると
きは、変更後の所在の場所並びに現状変更の終了後復すべき所在の場所及びその時期
十二現状変更の着手及び終了の予定時期
十三現状変更に係る工事その他の行為の施行者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表
者の氏名
十四その他参考となるべき事項

（現状変更の届出書の添付書類等）
第十五条 前条の届出の書面には、次に掲げる書類、図面及び写真を添えなければならない。
一現状変更の設計仕様書及び設計図
二現状変更をしようとする箇所の写真又は見取図
三届出者が所有者以外の者であるときは、所有者の意見書
四管理責任者がある場合において、届出者が管理責任者以外の者であるときは、管理責任者の意見書
五管理団体がある場合において、届出者が管理団体以外の者であるときは、管理団体の意見書

（維持の措置の範囲）
第十七条 現状変更のうち次の各号に掲げる場合は、法第六十四条第一項ただし書の維持の措置の範囲に
該当するものとする。
一登録有形文化財が建造物であるときは、登録当時の原状（登録後において現状変更の届出を行ったも
のについては、当該現状変更後の原状）の通常望見できる外観を損なう範囲が当該外観の四分の一以下
である場合（移築の場合を除く。）
二登録有形文化財が建造物以外のものであるときは、当該登録有形文化財がき損している場合において、
その価値に著しい影響を及ぼすことなく当該登録有形文化財をその登録当時の原状（登録後において
現状変更の届出を行ったものについては、当該現状変更後の原状）に復する場合
三登録有形文化財がき損している又はき損することが明らかに予見される場合において、当該き損の拡大
又は発生を防止するため応急の措置をする場合

登録有形文化財に係る登録手続及び届出書等に関する規則（平成八年文部省令第二
十九号（抄）
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建築基準法（昭和二十五年法律二百一号）（抄）
（適用の除外）
第三条 この法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物につ
いては、適用しない。
一文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）の規定によつて国宝、重要文化財、重要有形民俗文
化財、特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物として指定され、又は仮指定された建築物
二旧重要美術品等の保存に関する法律（昭和八年法律第四十三号）の規定によつて重要美術品等として
認定された建築物
三文化財保護法第百八十二条第二項の条例その他の条例の定めるところにより現状変更の規制及び保存
のための措置が講じられている建築物（次号において「保存建築物」という。）であつて、特定行政庁
が建築審査会の同意を得て指定したもの
四第一号若しくは第二号に掲げる建築物又は保存建築物であつたものの原形を再現する建築物で、特定
行政庁が建築審査会の同意を得てその原形の再現がやむを得ないと認めたもの

２ （略）
３ （略）

（建築主事）
第四条 政令で指定する人口二十五万以上の市は、その長の指揮監督の下に、第六条第一項の規定による
確認に関する事務をつかさどらせるために、建築主事を置かなければならない。
２ 市町村（前項の市を除く。）は、その長の指揮監督の下に、第六条第一項の規定による確認に関する
事務をつかさどらせるために、建築主事を置くことができる。
３ （略）
４ （略）
５ （略）
６ （略）
７ （略）

（建築物の建築等に関する申請及び確認）
第六条 建築主は、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増築しようとする場
合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規模のものとなる場合を含
む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第四号に掲げ
る建築物を建築しようとする場合においては、当該工事に着手する前に、その計画が建築基準関係規定
（この法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基準法令の規定」という。）その他建築
物の敷地、構造又は建築設備に関する法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定で政令で定めるもの
をいう。以下同じ。）に適合するものであることについて、確認の申請書を提出して建築主事の確認を受
け、確認済証の交付を受けなければならない。当該確認を受けた建築物の計画の変更（国土交通省令で
定める軽微な変更を除く。）をして、第一号から第三号までに掲げる建築物を建築しようとする場合（増
築しようとする場合においては、建築物が増築後において第一号から第三号までに掲げる規模のものとな
る場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合又は第
四号に掲げる建築物を建築しようとする場合も、同様とする。
一別表第一（い）欄に掲げる用途に供する特殊建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計が二百
平方メートルを超えるもの
二木造の建築物で三以上の階数を有し、又は延べ面積が五百平方メートル、高さが十三メートル若しく
は軒の高さが九メートルを超えるもの
三木造以外の建築物で二以上の階数を有し、又は延べ面積が二百平方メートルを超えるもの
四前三号に掲げる建築物を除くほか、都市計画区域若しくは準都市計画区域（いずれも都道府県知事が
都道府県都市計画審議会の意見を聴いて指定する区域を除く。）若しくは景観法（平成十六年法律第
百十号）第七十四条第一項の準景観地区（市町村長が指定する区域を除く。）内又は都道府県知事が
関係市町村の意見を聴いてその区域の全部若しくは一部について指定する区域内における建築物

２ 前項の規定は、防火地域及び準防火地域外において建築物を増築し、改築し、又は移転しようとする
場合で、その増築、改築又は移転に係る部分の床面積の合計が十平方メートル以内であるときについて
は、適用しない。
３ 建築主事は、第一項の申請書が提出された場合において、その計画が次の各号のいずれかに該当すると
きは、当該申請書を受理することができない。
一建築士法第三条第一項、第三条の二第一項、第三条の三第一項、第二十条の二第一項若しくは第二十
条の三第一項の規定又は同法第三条の二第三項の規定に基づく条例の規定に違反するとき。
二構造設計一級建築士以外の一級建築士が建築士法第二十条の二第一項の建築物の構造設計を行つた場
合において、当該建築物が構造関係規定に適合することを構造設計一級建築士が確認した構造設計によ
るものでないとき。



17

三設備設計一級建築士以外の一級建築士が建築士法第二十条の三第一項の建築物の設備設計を行つた場
合において、当該建築物が設備関係規定に適合することを設備設計一級建築士が確認した設備設計によ
るものでないとき。

４ （略）
５ （略）
６ （略）
７ （略）
８ 第一項の確認済証の交付を受けた後でなければ、同項の建築物の建築、大規模の修繕又は大規模の模
様替の工事は、することができない。
９ 第一項の規定による確認の申請書、同項の確認済証並びに第六項及び第七項の通知書の様式は、国土
交通省令で定める。

（構造耐力）
第二十条 建築物は、自重、積載荷重、積雪荷重、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃
に対して安全な構造のものとして、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める基
準に適合するものでなければならない。
一高さが六十メートルを超える建築物 当該建築物の安全上必要な構造方法に関して政令で定める技術
的基準に適合するものであること。この場合において、その構造方法は、荷重及び外力によつて建築物
の各部分に連続的に生ずる力及び変形を把握することその他の政令で定める基準に従つた構造計算に
よつて安全性が確かめられたものとして国土交通大臣の認定を受けたものであること。
二高さが六十メートル以下の建築物のうち、第六条第一項第二号に掲げる建築物（高さが十三メートル
又は軒の高さが九メートルを超えるものに限る。）又は同項第三号に掲げる建築物（地階を除く階数
が四以上である鉄骨造の建築物、高さが二十メートルを超える鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コン
クリート造の建築物その他これらの建築物に準ずるものとして政令で定める建築物に限る。） 次に
掲げる基準のいずれかに適合するものであること。
イ当該建築物の安全上必要な構造方法に関して政令で定める技術的基準に適合すること。この場合に
おいて、その構造方法は、地震力によつて建築物の地上部分の各階に生ずる水平方向の変形を把握す
ることその他の政令で定める基準に従つた構造計算で、国土交通大臣が定めた方法によるもの又は国
土交通大臣の認定を受けたプログラムによるものによつて確かめられる安全性を有すること。
ロ前号に定める基準に適合すること。
三高さが六十メートル以下の建築物のうち、第六条第一項第二号又は第三号に掲げる建築物その他その主
要構造部（床、屋根及び階段を除く。）を石造、れんが造、コンクリートブロック造、無筋コンクリ
ート造その他これらに類する構造とした建築物で高さが十三メートル又は軒の高さが九メートルを超え
るもの（前号に掲げる建築物を除く。） 次に掲げる基準のいずれかに適合するものであること。
イ当該建築物の安全上必要な構造方法に関して政令で定める技術的基準に適合すること。この場合に
おいて、その構造方法は、構造耐力上主要な部分ごとに応力度が許容応力度を超えないことを確かめ
ることその他の政令で定める基準に従つた構造計算で、国土交通大臣が定めた方法によるもの又は国
土交通大臣の認定を受けたプログラムによるものによつて確かめられる安全性を有すること。
ロ前二号に定める基準のいずれかに適合すること。
四前三号に掲げる建築物以外の建築物 次に掲げる基準のいずれかに適合するものであること。
イ当該建築物の安全上必要な構造方法に関して政令で定める技術的基準に適合すること。
ロ前三号に定める基準のいずれかに適合すること。

２ 前項に規定する基準の適用上一の建築物であつても別の建築物とみなすことができる部分として政令で
定める部分が二以上ある建築物の当該建築物の部分は、同項の規定の適用については、それぞれ別の建
築物とみなす。

（用途地域等）
第四十八条 第一種低層住居専用地域内においては、別表第二（い）項に掲げる建築物以外の建築物は、
建築してはならない。ただし、特定行政庁が第一種低層住居専用地域における良好な住居の環境を害す
るおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。
２ 第二種低層住居専用地域内においては、別表第二（ろ）項に掲げる建築物以外の建築物は、建築しては
ならない。ただし、特定行政庁が第二種低層住居専用地域における良好な住居の環境を害するおそれが
ないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。
３ 第一種中高層住居専用地域内においては、別表第二（は）項に掲げる建築物以外の建築物は、建築して
はならない。ただし、特定行政庁が第一種中高層住居専用地域における良好な住居の環境を害するおそ
れがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。
４ 第二種中高層住居専用地域内においては、別表第二（に）項に掲げる建築物は、建築してはならない。
ただし、特定行政庁が第二種中高層住居専用地域における良好な住居の環境を害するおそれがないと認
め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。
５ 第一種住居地域内においては、別表第二（ほ）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特
定行政庁が第一種住居地域における住居の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ない
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と認めて許可した場合においては、この限りでない。
６ 第二種住居地域内においては、別表第二（へ）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特
定行政庁が第二種住居地域における住居の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得な
いと認めて許可した場合においては、この限りでない。
７ 準住居地域内においては、別表第二（と）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特定行
政庁が準住居地域における住居の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認め
て許可した場合においては、この限りでない。
８ 田園住居地域内においては、別表第二（ち）項に掲げる建築物以外の建築物は、建築してはならない。
ただし、特定行政庁が農業の利便及び田園住居地域における良好な住居の環境を害するおそれがない
と認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。
９ 近隣商業地域内においては、別表第二（り）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特定
行政庁が近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを主たる内容とする商業その他の業務
の利便及び当該住宅地の環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可し
た場合においては、この限りでない。
10 商業地域内においては、別表第二（ぬ）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特定行
政庁が商業の利便を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合にお
いては、この限りでない。
11 準工業地域内においては、別表第二（る）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特定
行政庁が安全上若しくは防火上の危険の度若しくは衛生上の有害の度が低いと認め、又は公益上やむ
を得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。
12 工業地域内においては、別表第二（を）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特定行
政庁が工業の利便上又は公益上必要と認めて許可した場合においては、この限りでない。
13 工業専用地域内においては、別表第二（わ）項に掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、特
定行政庁が工業の利便を害するおそれがないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合に
おいては、この限りでない。
14 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居
専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、
準工業地域、工業地域又は工業専用地域（以下「用途地域」と総称する。）の指定のない区域（都市計
画法第七条第一項に規定する市街化調整区域を除く。）内においては、別表第二（か）項に掲げる建築
物は、建築してはならない。ただし、特定行政庁が当該区域における適正かつ合理的な土地利用及び環
境の保全を図る上で支障がないと認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した場合においては、こ
の限りでない。
15 特定行政庁は、前各項のただし書の規定による許可（次項において「特例許可」という。）をする場
合においては、あらかじめ、その許可に利害関係を有する者の出頭を求めて公開により意見を聴取し、か
つ、建築審査会の同意を得なければならない。
16 前項の規定にかかわらず、特定行政庁は、第一号に該当する場合においては同項の規定による意見の聴
取及び同意の取得を要せず、第二号に該当する場合においては同項の規定による同意の取得を要しない。
一特例許可を受けた建築物の増築、改築又は移転（これらのうち、政令で定める場合に限る。）につい
て特例許可をする場合
二日常生活に必要な政令で定める建築物で、騒音又は振動の発生その他の事象による住居の環境の悪化を
防止するために必要な国土交通省令で定める措置が講じられているものの建築について特例許可（第
一項から第七項までの規定のただし書の規定によるものに限る。）をする場合

17 特定行政庁は、第十五項の規定により意見を聴取する場合においては、その許可しようとする建築物
の建築の計画並びに意見の聴取の期日及び場所を期日の三日前までに公告しなければならない。

（用途の変更に対するこの法律の準用）
第八十七条 建築物の用途を変更して第六条第一項第一号の特殊建築物のいずれかとする場合（当該用途
の変更が政令で指定する類似の用途相互間におけるものである場合を除く。）においては、同条（第三
項、第五項及び第六項を除く。）、第六条の二（第三項を除く。）、第六条の四（第一項第一号及び第
二号の建築物に係る部分に限る。）、第七条第一項並びに第十八条第一項から第三項まで及び第十四項
から第十六項までの規定を準用する。この場合において、第七条第一項中「建築主事の検査を申請しなけ
ればならない」とあるのは、「建築主事に届け出なければならない」と読み替えるものとする。
２ 建築物（次項の建築物を除く。）の用途を変更する場合においては、第四十八条第一項から第十四項
まで、第五十一条、第六十条の二第三項及び第六十八条の三第七項の規定並びに第三十九条第二項、第
四十条、第四十三条第三項、第四十三条の二、第四十九条から第五十条まで、第六十条の二の二第四
項、第六十条の三第三項、第六十八条の二第一項及び第五項並びに第六十八条の九第一項の規定
に基づく条例の規定を準用する。
３ 第三条第二項の規定により第二十七条、第二十八条第一項若しくは第三項、第二十九条、第三十条、
第三十五条から第三十五条の三まで、第三十六条中第二十八条第一項若しくは第三十五条に関する部
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分、第四十八条第一項から第十四項まで若しくは第五十一条の規定又は第三十九条第二項、第四十条、
第四十三条第三項、第四十三条の二、第四十九条から第五十条まで、第六十八条の二第一項若しくは第
六十八条の九第一項の規定に基づく条例の規定（次条第一項において「第二十七条等の規定」という。）
の適用を受けない建築物の用途を変更する場合においては、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、
これらの規定を準用する。
一増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替をする場合
二当該用途の変更が政令で指定する類似の用途相互間におけるものであつて、かつ、建築物の修繕若し
くは模様替をしない場合又はその修繕若しくは模様替が大規模でない場合
三第四十八条第一項から第十四項までの規定に関しては、用途の変更が政令で定める範囲内である場合
４ 第八十六条の七第二項（第三十五条に係る部分に限る。）及び第八十六条の七第三項（第二十八条第
一項若しくは第三項、第二十九条、第三十条、第三十五条の三又は第三十六条（居室の採光面積に係る
部分に限る。以下この項において同じ。）に係る部分に限る。）の規定は、第三条第二項の規定により
第二十八条第一項若しくは第三項、第二十九条、第三十条、第三十五条、第三十五条の三又は第三十六
条の規定の適用を受けない建築物の用途を変更する場合について準用する。この場合において、第八十六
条の七第二項及び第三項中「増築等」とあるのは「用途の変更」と、「第三条第三項第三号及び第四
号」とあるのは「第八十七条第三項」と読み替えるものとする。

別表第一 耐火建築物等としなければならない特殊建築物（第六条、第二十一条、第二十七条、第二十八
条、第三十五条―第三十五条の三、第九十条の三関係）

（い） （ろ） （は） （に）
用途 （い）欄の

用途に供す
る階

（い）欄の用途に供する部分（（一）項の場
合にあつては客席、（二）項及び（四）項の
場合にあつては二階、（五）項の場合にあつ
ては三階以上の部分に限り、かつ、病院及び
診療所についてはその部分に患者の収容施設
がある場合に限る。）の床面積の合計

（い）欄の
用途に供す
る部分の床
面積の合計

（一）劇場、映画館、演芸
場、観覧場、公会
堂、集会場その他こ
れらに類するもので
政令で定めるもの

三階以上の階二百平方メートル（屋外観覧席にあつては、
千平方メートル）以上

（二）病院、診療所（患者の
収容施設があるものに
限る。）、ホテル、旅
館、下宿、共同住宅、
寄宿舎その他これらに
類するもので政令で定
めるもの

三階以上の階三百平方メートル以上

（三）学校、体育館その他
これらに類するもの
で政令で定めるもの

三階以上の階二千平方メートル以上

（四）百貨店、マーケッ
ト、展示場、キャバ
レー、カフェー、ナ
イトクラブ、バー、
ダンスホール、遊技
場その他これらに類
するもので政令で定
めるもの

（五）倉庫その他これに類
するもので政令で定
めるもの

二百平方メートル以上 千五百平方
メートル以
上

（六）自動車車庫、自動車
修理工場その他これ
らに類するもので政
令で定めるもの

三階以上の階 百五十平方
メートル以
上
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別表第二 用途地域等内の建築物の制限（第二十七条、第四十八条、第六十八条の三関係）
（い） 第一種低層住居専用

地域内に建築するこ
とができる建築物

一 住宅
二 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもののうち
政令で定めるもの
三 共同住宅、寄宿舎又は下宿
四 学校（大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を除く。）、図
書館その他これらに類するもの
五 神社、寺院、教会その他これらに類するもの
六 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの
七 公衆浴場（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭
和二十三年法律第百二十二号）第二条第六項第一号に該当する営業
（以下この表において「個室付浴場業」という。）に係るものを除
く。）
八 診療所
九 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する政令で定める公益上
必要な建築物
十 前各号の建築物に附属するもの（政令で定めるものを除く。）

（ろ） 第二種低層住居専用
地域内に建築するこ
とができる建築物

一 （い）項第一号から第九号までに掲げるもの
二 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもののうち政令で
定めるものでその用途に供する部分の床面積の合計が百五十平方メ
ートル以内のもの（三階以上の部分をその用途に供するものを除
く。）
三 前二号の建築物に附属するもの（政令で定めるものを除く。）

（は） 第一種中高層住居専
用地域内に建築する
ことができる建築物

一 （い）項第一号から第九号までに掲げるもの
二 大学、高等専門学校、専修学校その他これらに類するもの
三 病院
四 老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもの
五 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもののうち政令で
定めるものでその用途に供する部分の床面積の合計が五百平方メート
ル以内のもの（三階以上の部分をその用途に供するものを除く。）
六 自動車車庫で床面積の合計が三百平方メートル以内のもの又は都市
計画として決定されたもの（三階以上の部分をその用途に供するもの
を除く。）
七 公益上必要な建築物で政令で定めるもの
八 前各号の建築物に附属するもの（政令で定めるものを除く。）

（に） 第二種中高層住居専
用地域内に建築して
はならない建築物

一 （ほ）項第二号及び第三号、（へ）項第三号から第五号まで（と）
項第四号並びに（り）項第二号及び第三号に掲げるもの
二 工場（政令で定めるものを除く。）
三 ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する政令で定
める運動施設
四 ホテル又は旅館
五 自動車教習所
六 政令で定める規模の畜舎
七 三階以上の部分を（は）項に掲げる建築物以外の建築物の用途に供
するもの（政令で定めるものを除く。）
八 （は）項に掲げる建築物以外の建築物の用途に供するものでその用
途に供する部分の床面積の合計が千五百平方メートルを超えるもの
（政令で定めるものを除く。）

（ほ） 第一種住居地域内に
建築してはならない
建築物

一 （へ）項第一号から第五号までに掲げるもの
二 マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券
売場その他これらに類するもの
三 カラオケボックスその他これに類するもの
四 （は）項に掲げる建築物以外の建築物の用途に供するものでその用
途に供する部分の床面積の合計が三千平方メートルを超えるもの（政
令で定めるものを除く。）

（へ） 第二種住居地域内に
建築してはならない
建築物

一 （と）項第三号及び第四号並びに（り）項に掲げるもの
二 原動機を使用する工場で作業場の床面積の合計が五十平方メートル
を超えるもの
三 劇場、映画館、演芸場若しくは観覧場又はナイトクラブその他これ
に類する政令で定めるもの
四 自動車車庫で床面積の合計が三百平方メートルを超えるもの又は三
階以上の部分にあるもの（建築物に附属するもので政令で定めるもの
又は都市計画として決定されたものを除く。）
五 倉庫業を営む倉庫
六 店舗、飲食店、展示場、遊技場、勝馬投票券発売所、場外車券売場
その他これらに類する用途で政令で定めるものに供する建築物でその
用途に供する部分の床面積の合計が一万平方メートルを超えるもの

（ほ）以降省略
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建築基準法施行令（昭和二十五年政令三百三十八号）（抄）
第八十一条 法第二十条第一項第一号の政令で定める基準は、次のとおりとする。
一荷重及び外力によつて建築物の各部分に連続的に生ずる力及び変形を把握すること。
二前号の規定により把握した力及び変形が当該建築物の各部分の耐力及び変形限度を超えないことを確
かめること。
三屋根ふき材、特定天井、外装材及び屋外に面する帳壁が、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対
して構造耐力上安全であることを確かめること。
四前三号に掲げるもののほか、建築物が構造耐力上安全であることを確かめるために必要なものとして
国土交通大臣が定める基準に適合すること。

２ 法第二十条第一項第二号イの政令で定める基準は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ
当該各号に定める構造計算によるものであることとする。
一高さが三十一メートルを超える建築物 次のイ又はロのいずれかに該当する構造計算
イ保有水平耐力計算又はこれと同等以上に安全性を確かめることができるものとして国土交通大臣が
定める基準に従つた構造計算
ロ限界耐力計算又はこれと同等以上に安全性を確かめることができるものとして国土交通大臣が定め
る基準に従つた構造計算

二高さが三十一メートル以下の建築物 次のイ又はロのいずれかに該当する構造計算
イ許容応力度等計算又はこれと同等以上に安全性を確かめることができるものとして国土交通大臣が
定める基準に従つた構造計算
ロ前号に定める構造計算

３ 法第二十条第一項第三号イの政令で定める基準は、次条各号及び第八十二条の四に定めるところによ
る構造計算又はこれと同等以上に安全性を確かめることができるものとして国土交通大臣が定める基準
に従つた構造計算によるものであることとする。

第八十二条の五 第八十一条第二項第一号ロに規定する限界耐力計算とは、次に定めるところによりする
構造計算をいう。
一地震時を除き、第八十二条第一号から第三号まで（地震に係る部分を除く。）に定めるところによること。
二積雪時又は暴風時に、建築物の構造耐力上主要な部分に生ずる力を次の表に掲げる式によつて計算
し、当該構造耐力上主要な部分に生ずる力が、それぞれ第四款の規定による材料強度によつて計算し
た当該構造耐力上主要な部分の耐力を超えないことを確かめること。

三地震による加速度によつて建築物の地上部分の各階に作用する地震力及び各階に生ずる層間変位を次
に定めるところによつて計算し、当該地震力が、損傷限界耐力（建築物の各階の構造耐力上主要な部
分の断面に生ずる応力度が第三款の規定による短期に生ずる力に対する許容応力度に達する場合の建
築物の各階の水平力に対する耐力をいう。以下この号において同じ。）を超えないことを確かめるとと
もに、層間変位の当該各階の高さに対する割合が二百分の一（地震力による構造耐力上主要な部分の
変形によつて建築物の部分に著しい損傷が生ずるおそれのない場合にあつては、百二十分の一）を超
えないことを確かめること。
イ各階が、損傷限界耐力に相当する水平力その他のこれに作用する力に耐えている時に当該階に生ずる
水平方向の層間変位（以下この号において「損傷限界変位」という。）を国土交通大臣が定める方法
により計算すること。
ロ建築物のいずれかの階において、イによつて計算した損傷限界変位に相当する変位が生じている時の
建築物の固有周期（以下この号及び第七号において「損傷限界固有周期」という。）を国土交通大臣
が定める方法により計算すること。
ハ地震により建築物の各階に作用する地震力を、損傷限界固有周期に応じて次の表に掲げる式によつ
て計算した当該階以上の各階に水平方向に生ずる力の総和として計算すること。

荷重及び外力に
ついて想定する
状態

一般の場合 第八十六条第二項ただし書
の規定により特定行政庁が
指定する多雪区域における
場合

備考

積雪時 Ｇ＋Ｐ＋１．４Ｓ Ｇ＋Ｐ＋１．４Ｓ
暴風時 Ｇ＋Ｐ＋１．６Ｗ Ｇ＋Ｐ＋１．６Ｗ 建築物の転倒、柱の引抜き等を検討す

る場合においては、Ｐについては、建
築物の実況に応じて積載荷重を減らし
た数値によるものとする。

Ｇ＋Ｐ＋０．３５Ｓ
＋１．６Ｗ

この表において、Ｇ、Ｐ、Ｓ及びＷは、それぞれ次の力（軸方向力、曲げモーメント、せん断力等をい
う。）を表すものとする。
Ｇ 第八十四条に規定する固定荷重によつて生ずる力
Ｐ 第八十五条に規定する積載荷重によつて生ずる力
Ｓ 第八十六条に規定する積雪荷重によつて生ずる力
Ｗ 第八十七条に規定する風圧力によつて生ずる力
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ニ各階が、ハによつて計算した地震力その他のこれに作用する力に耐えている時に当該階に生ずる水平
方向の層間変位を国土交通大臣が定める方法により計算すること。

四第八十八条第四項に規定する地震力により建築物の地下部分の構造耐力上主要な部分の断面に生ずる
応力度を第八十二条第一号及び第二号の規定によつて計算し、それぞれ第三款の規定による短期に生
ずる力に対する許容応力度を超えないことを確かめること。
五地震による加速度によつて建築物の各階に作用する地震力を次に定めるところによつて計算し、当該
地震力が保有水平耐力を超えないことを確かめること。
イ各階が、保有水平耐力に相当する水平力その他のこれに作用する力に耐えている時に当該階に生ずる
水平方向の最大の層間変位（以下この号において「安全限界変位」という。）を国土交通大臣が定め
る方法により計算すること。
ロ建築物のいずれかの階において、イによつて計算した安全限界変位に相当する変位が生じている時の
建築物の周期（以下この号において「安全限界固有周期」という。）を国土交通大臣が定める方法に
より計算すること。
ハ地震により建築物の各階に作用する地震力を、安全限界固有周期に応じて次の表に掲げる式によつ
て計算した当該階以上の各階に水平方向に生ずる力の総和として計算すること。

六第八十二条第四号の規定によること。
七屋根ふき材、特定天井、外装材及び屋外に面する帳壁が、第三号ニの規定によつて計算した建築物の
各階に生ずる水平方向の層間変位及び同号ロの規定によつて計算した建築物の損傷限界固有周期に応
じて建築物の各階に生ずる加速度を考慮して国土交通大臣が定める基準に従つた構造計算によつて風
圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して構造耐力上安全であることを確かめること。
八特別警戒区域内における居室を有する建築物の外壁等が、自然現象の種類、最大の力の大きさ等及び
土石等の高さ等（当該外壁等の高さが土石等の高さ等未満であるときは、自然現象の種類、最大の力
の大きさ等、土石等の高さ等及び当該外壁等の高さ）に応じて、国土交通大臣が定める基準に従つた
構造計算によつて当該自然現象により想定される衝撃が作用した場合においても破壊を生じないもので
あることを確かめること。ただし、第八十条の三ただし書に規定する場合は、この限りでない。

（避難階段及び特別避難階段の構造）
第百二十三条 屋内に設ける避難階段は、次に定める構造としなければならない。
一階段室は、第四号の開口部、第五号の窓又は第六号の出入口の部分を除き、耐火構造の壁で囲むこと。
二階段室の天井（天井のない場合にあつては、屋根。第三項第四号において同じ。）及び壁の室内に面
する部分は、仕上げを不燃材料でし、かつ、その下地を不燃材料で造ること。
三階段室には、窓その他の採光上有効な開口部又は予備電源を有する照明設備を設けること。
四階段室の屋外に面する壁に設ける開口部（開口面積が各々一平方メートル以内で、法第二条第九号の

Ｔｄ＜０．１６の場合 Ｐｄｉ＝（０．６４＋６Ｔｄ）ｍｉ Ｂｄｉ Ｚ Ｇｓ
０．１６≦Ｔｄ＜０．６４の場合 Ｐｄｉ＝１．６ｍｉ Ｂｄｉ Ｚ Ｇｓ
０．６４≦Ｔｄの場合 Ｐｄｉ＝（１．０２４ｍｉ Ｂｄｉ Ｚ Ｇｓ）∕Ｔｄ
この表において、Ｔｄ、Ｐｄｉ、ｍｉ、Ｂｄｉ、Ｚ及びＧｓは、それぞれ次の数値を表すものとする。
Ｔｄ 建築物の損傷限界固有周期（単位 秒）
Ｐｄｉ 各階に水平方向に生ずる力（単位 キロニュートン）
ｍｉ 各階の質量（各階の固定荷重及び積載荷重との和（第八十六条第二項ただし書の規定によつ

て特定行政庁が指定する多雪区域においては、更に積雪荷重を加えたものとする。）を重力
加速度で除したもの）（単位 トン）

Ｂｄｉ 建築物の各階に生ずる加速度の分布を表すものとして、損傷限界固有周期に応じて国土交
通大臣が定める基準に従つて算出した数値

Ｚ 第八十八条第一項に規定するＺの数値
Ｇｓ 表層地盤による加速度の増幅率を表すものとして、表層地盤の種類に応じて国土交通大臣が

定める方法により算出した数値

Ｔｓ＜０．１６の場合 Ｐｓｉ＝（３．２＋３０Ｔｓ）ｍｉ Ｂｓｉ Ｆｈ Ｚ Ｇｓ

０．１６≦Ｔｓ＜０．６４の場合 Ｐｓｉ＝８ｍｉ Ｂｓｉ Ｆｈ Ｚ Ｇｓ
０．６４≦Ｔｓの場合 Ｐｓｉ＝（５．１２ｍｉ Ｂｓｉ Ｆｈ Ｚ Ｇｓ）∕Ｔｓ
Ｔｓ 建築物の安全限界固有周期（単位 秒）
Ｐｓｉ 各階に水平方向に生ずる力（単位 キロニュートン）
ｍｉ 第三号の表に規定するｍｉの数値
Ｂｓｉ 各階に生ずる加速度の分布を表すものとして、安全限界固有周期に対応する振動特性に応

じて国土交通大臣が定める基準に従つて算出した数値
Ｆｈ 安全限界固有周期における振動の減衰による加速度の低減率を表すものとして国土交通大臣

が定める基準に従つて算出した数値
Ｚ 第八十八条第一項に規定するＺの数値
Ｇｓ 第三号の表に規定するＧｓの数値
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二ロに規定する防火設備ではめごろし戸であるものが設けられたものを除く。）は、階段室以外の当
該建築物の部分に設けた開口部並びに階段室以外の当該建築物の壁及び屋根（耐火構造の壁及び屋根
を除く。）から九十センチメートル以上の距離に設けること。ただし、第百十二条第十六項ただし書
に規定する場合は、この限りでない。
五階段室の屋内に面する壁に窓を設ける場合においては、その面積は、各々一平方メートル以内とし、
かつ、法第二条第九号の二ロに規定する防火設備ではめごろし戸であるものを設けること。
六階段に通ずる出入口には、法第二条第九号の二ロに規定する防火設備で第百十二条第十九項第二号に
規定する構造であるものを設けること。この場合において、直接手で開くことができ、かつ、自動的に
閉鎖する戸又は戸の部分は、避難の方向に開くことができるものとすること。
七階段は、耐火構造とし、避難階まで直通すること。

２ （略）
３ （略）

都市計画法（昭和四十三年法律第百号）（抄）
（地域地区）
第八条 都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる地域、地区又は街区を定めることができる。
一第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居
専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地
域、準工業地域、工業地域又は工業専用地域（以下「用途地域」と総称する。）
二特別用途地区
二の二特定用途制限地域
二の三特例容積率適用地区
二の四高層住居誘導地区
三高度地区又は高度利用地区
四特定街区
四の二都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）第三十六条第一項の規定による都市再生特別
地区、同法第八十九条の規定による居住調整地域、同法第九十四条の二第一項の規定による居住環境
向上用途誘導地区又は同法第百九条第一項の規定による特定用途誘導地区
五防火地域又は準防火地域
五の二密集市街地整備法第三十一条第一項の規定による特定防災街区整備地区
六景観法（平成十六年法律第百十号）第六十一条第一項の規定による景観地区
七風致地区
八駐車場法（昭和三十二年法律第百六号）第三条第一項の規定による駐車場整備地区
九臨港地区
十古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（昭和四十一年法律第一号）第六条第一項の規定
による歴史的風土特別保存地区
十一明日香村における歴史的風土の保存及び生活環境の整備等に関する特別措置法（昭和五十五年法律
第六十号）第三条第一項の規定による第一種歴史的風土保存地区又は第二種歴史的風土保存地区
十二都市緑地法（昭和四十八年法律第七十二号）第五条の規定による緑地保全地域、同法第十二条の規
定による特別緑地保全地区又は同法第三十四条第一項の規定による緑化地域
十三流通業務市街地の整備に関する法律（昭和四十一年法律第百十号）第四条第一項の規定による流通
業務地区
十四生産緑地法（昭和四十九年法律第六十八号）第三条第一項の規定による生産緑地地区
十五文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）第百四十三条第一項の規定による伝統的建造物群
保存地区
十六特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法（昭和五十三年法律第二十六号）第四条第一項の規定によ
る航空機騒音障害防止地区又は航空機騒音障害防止特別地区

２ （略）
３ 地域地区については、都市計画に、第一号及び第二号に掲げる事項を定めるものとするとともに、第三
号に掲げる事項を定めるよう努めるものとする。
一地域地区の種類（特別用途地区にあつては、その指定により実現を図るべき特別の目的を明らかにし
た特別用途地区の種類）、位置及び区域
二次に掲げる地域地区については、それぞれ次に定める事項
イ用途地域 建築基準法第五十二条第一項第一号から第四号までに規定する建築物の容積率（延べ面
積の敷地面積に対する割合をいう。以下同じ。）並びに同法第五十三条の二第一項及び第二項に規
定する建築物の敷地面積の最低限度（建築物の敷地面積の最低限度にあつては、当該地域における
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市街地の環境を確保するため必要な場合に限る。）
ロ第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域又は田園住居地域 建築基準法第五十三条第一
項第一号に規定する建築物の建蔽率（建築面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同じ。）、同
法第五十四条に規定する外壁の後退距離の限度（低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため
必要な場合に限る。）及び同法第五十五条第一項に規定する建築物の高さの限度
ハ第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住
居地域、近隣商業地域、準工業地域、工業地域又は工業専用地域 建築基準法第五十三条第一項第
一号から第三号まで又は第五号に規定する建築物の建蔽率
ニ特定用途制限地域 制限すべき特定の建築物等の用途の概要
ホ特例容積率適用地区 建築物の高さの最高限度（当該地区における市街地の環境を確保するために
必要な場合に限る。）
ヘ高層住居誘導地区 建築基準法第五十二条第一項第五号に規定する建築物の容積率、建築物の建蔽
率の最高限度（当該地区における市街地の環境を確保するため必要な場合に限る。次条第十七項に
おいて同じ。）及び建築物の敷地面積の最低限度（当該地区における市街地の環境を確保するため
必要な場合に限る。次条第十七項において同じ。）
ト高度地区 建築物の高さの最高限度又は最低限度（準都市計画区域内にあつては、建築物の高さの
最高限度。次条第十八項において同じ。）
チ高度利用地区 建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の建
築面積の最低限度並びに壁面の位置の制限（壁面の位置の制限にあつては、敷地内に道路（都市計
画において定められた計画道路を含む。以下この号において同じ。）に接して有効な空間を確保して
市街地の環境の向上を図るため必要な場合における当該道路に面する壁面の位置に限る。次条第十
九項において同じ。）
リ特定街区 建築物の容積率並びに建築物の高さの最高限度及び壁面の位置の制限
三面積その他の政令で定める事項
４ 都市再生特別地区、居住環境向上用途誘導地区、特定用途誘導地区、特定防災街区整備地区、景観地
区及び緑化地域について都市計画に定めるべき事項は、前項第一号及び第三号に掲げるもののほか、別
に法律で定める。

第九条 第一種低層住居専用地域は、低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定める地域とする。
２ 第二種低層住居専用地域は、主として低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定める地域と
する。
３ 第一種中高層住居専用地域は、中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定める地域とする。
４ 第二種中高層住居専用地域は、主として中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定める地
域とする。
５ 第一種住居地域は、住居の環境を保護するため定める地域とする。
６ 第二種住居地域は、主として住居の環境を保護するため定める地域とする。
７ 準住居地域は、道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務の利便の増進を図りつつ、これと調
和した住居の環境を保護するため定める地域とする。
８ 田園住居地域は、農業の利便の増進を図りつつ、これと調和した低層住宅に係る良好な住居の環境を
保護するため定める地域とする。
９ 近隣商業地域は、近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを主たる内容とする商業その
他の業務の利便を増進するため定める地域とする。
10 商業地域は、主として商業その他の業務の利便を増進するため定める地域とする。
11 準工業地域は、主として環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便を増進するため定める地域と
する。
12 工業地域は、主として工業の利便を増進するため定める地域とする。
13 工業専用地域は、工業の利便を増進するため定める地域とする。
14 特別用途地区は、用途地域内の一定の地区における当該地区の特性にふさわしい土地利用の増進、環
境の保護等の特別の目的の実現を図るため当該用途地域の指定を補完して定める地区とする。
15 特定用途制限地域は、用途地域が定められていない土地の区域（市街化調整区域を除く。）内におい
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て、その良好な環境の形成又は保持のため当該地域の特性に応じて合理的な土地利用が行われるよう、制
限すべき特定の建築物等の用途の概要を定める地域とする。
16 特例容積率適用地区は、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、
第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域又は工業地域内の適正な配置及び
規模の公共施設を備えた土地の区域において、建築基準法第五十二条第一項から第九項までの規定による
建築物の容積率の限度からみて未利用となつている建築物の容積の活用を促進して土地の高度利用を図
るため定める地区とする。
17 高層住居誘導地区は、住居と住居以外の用途とを適正に配分し、利便性の高い高層住宅の建設を誘導
するため、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域又は準工業地域でこれらの地
域に関する都市計画において建築基準法第五十二条第一項第二号に規定する建築物の容積率が十分の四
十又は十分の五十と定められたものの内において、建築物の容積率の最高限度、建築物の建蔽率の最高限
度及び建築物の敷地面積の最低限度を定める地区とする。
18 高度地区は、用途地域内において市街地の環境を維持し、又は土地利用の増進を図るため、建築物の
高さの最高限度又は最低限度を定める地区とする。
19 高度利用地区は、用途地域内の市街地における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新と
を図るため、建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の建築面積
の最低限度並びに壁面の位置の制限を定める地区とする。
20 特定街区は、市街地の整備改善を図るため街区の整備又は造成が行われる地区について、その街区内
における建築物の容積率並びに建築物の高さの最高限度及び壁面の位置の制限を定める街区とする。
21 防火地域又は準防火地域は、市街地における火災の危険を防除するため定める地域とする。
22 風致地区は、都市の風致を維持するため定める地区とする。
23 臨港地区は、港湾を管理運営するため定める地区とする。

第三十四条 前条の規定にかかわらず、市街化調整区域に係る開発行為（主として第二種特定工作物の建設
の用に供する目的で行う開発行為を除く。）については、当該申請に係る開発行為及びその申請の手続
が同条に定める要件に該当するほか、当該申請に係る開発行為が次の各号のいずれかに該当すると認め
る場合でなければ、都道府県知事は、開発許可をしてはならない。
一主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の利用に供する政令で定める公益上必要な
建築物又はこれらの者の日常生活のため必要な物品の販売、加工若しくは修理その他の業務を営む店
舗、事業場その他これらに類する建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為
二市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源その他の資源の有効な利用上必要な建築物又は第一種
特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為
三温度、湿度、空気等について特別の条件を必要とする政令で定める事業の用に供する建築物又は第一
種特定工作物で、当該特別の条件を必要とするため市街化区域内において建築し、又は建設することが
困難なものの建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為
四農業、林業若しくは漁業の用に供する建築物で第二十九条第一項第二号の政令で定める建築物以外の
ものの建築又は市街化調整区域内において生産される農産物、林産物若しくは水産物の処理、貯蔵若
しくは加工に必要な建築物若しくは第一種特定工作物の建築若しくは建設の用に供する目的で行う開
発行為
五特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成五年法律第七
十二号）第九条第一項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画の定めるところによつて設定
され、又は移転された同法第二条第三項第三号の権利に係る土地において当該所有権移転等促進計画
に定める利用目的（同項第二号に規定する農林業等活性化基盤施設である建築物の建築の用に供する
ためのものに限る。）に従つて行う開発行為
六都道府県が国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と一体となつて助成する中小企業者の行う他の
事業者との連携若しくは事業の共同化又は中小企業の集積の活性化に寄与する事業の用に供する建築
物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為
七市街化調整区域内において現に工業の用に供されている工場施設における事業と密接な関連を有する
事業の用に供する建築物又は第一種特定工作物で、これらの事業活動の効率化を図るため市街化調整
区域内において建築し、又は建設することが必要なものの建築又は建設の用に供する目的で行う開発
行為
八政令で定める危険物の貯蔵又は処理に供する建築物又は第一種特定工作物で、市街化区域内において建
築し、又は建設することが不適当なものとして政令で定めるものの建築又は建設の用に供する目的で
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行う開発行為
八の二市街化調整区域のうち災害危険区域等その他の政令で定める開発行為を行うのに適当でない区域
内に存する建築物又は第一種特定工作物に代わるべき建築物又は第一種特定工作物（いずれも当該区
域外において従前の建築物又は第一種特定工作物の用途と同一の用途に供されることとなるものに限
る。）の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為
九前各号に規定する建築物又は第一種特定工作物のほか、市街化区域内において建築し、又は建設する
ことが困難又は不適当なものとして政令で定める建築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に
供する目的で行う開発行為
十地区計画又は集落地区計画の区域（地区整備計画又は集落地区整備計画が定められている区域に限
る。）内において、当該地区計画又は集落地区計画に定められた内容に適合する建築物又は第一種特定
工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為
十一市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活
圏を構成していると認められる地域であつておおむね五十以上の建築物（市街化区域内に存するものを
含む。）が連たんしている地域のうち、災害の防止その他の事情を考慮して政令で定める基準に従
い、都道府県（指定都市等又は事務処理市町村の区域内にあつては、当該指定都市等又は事務処理市
町村。以下この号及び次号において同じ。）の条例で指定する土地の区域内において行う開発行為で、
予定建築物等の用途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認められる
用途として都道府県の条例で定めるものに該当しないもの
十二開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内において
行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為として、災害の防止その他の事情を考慮して政
令で定める基準に従い、都道府県の条例で区域、目的又は予定建築物等の用途を限り定められたもの
十三区域区分に関する都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更して市街化調整区域が拡張された
際、自己の居住若しくは業務の用に供する建築物を建築し、又は自己の業務の用に供する第一種特定
工作物を建設する目的で土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を有していた者で、当該都市計
画の決定又は変更の日から起算して六月以内に国土交通省令で定める事項を都道府県知事に届け出た
ものが、当該目的に従つて、当該土地に関する権利の行使として行う開発行為（政令で定める期間内に
行うものに限る。）
十四前各号に掲げるもののほか、都道府県知事が開発審査会の議を経て、開発区域の周辺における市街化
を促進するおそれがなく、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認める開発
行為

（開発許可を受けた土地における建築等の制限）
第四十二条 何人も、開発許可を受けた開発区域内においては、第三十六条第三項の公告があつた後は、当
該開発許可に係る予定建築物等以外の建築物又は特定工作物を新築し、又は新設してはならず、また、建
築物を改築し、又はその用途を変更して当該開発許可に係る予定の建築物以外の建築物としてはならな
い。ただし、都道府県知事が当該開発区域における利便の増進上若しくは開発区域及びその周辺の地域
における環境の保全上支障がないと認めて許可したとき、又は建築物及び第一種特定工作物で建築基準法
第八十八条第二項の政令で指定する工作物に該当するものにあつては、当該開発区域内の土地について
用途地域等が定められているときは、この限りでない。
２ （略）

（開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限）
第四十三条 何人も、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域内においては、都道府県
知事の許可を受けなければ、第二十九条第一項第二号若しくは第三号に規定する建築物以外の建築物を
新築し、又は第一種特定工作物を新設してはならず、また、建築物を改築し、又はその用途を変更して同
項第二号若しくは第三号に規定する建築物以外の建築物としてはならない。ただし、次に掲げる建築物
の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設については、この限りでない。
一都市計画事業の施行として行う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設
二非常災害のため必要な応急措置として行う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工
作物の新設
三仮設建築物の新築
四第二十九条第一項第九号に掲げる開発行為その他の政令で定める開発行為が行われた土地の区域内に
おいて行う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設
五通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの
２ 前項の規定による許可の基準は、第三十三条及び第三十四条に規定する開発許可の基準の例に準じて、
政令で定める。
３ （略）
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都市公園法（昭和三十一年法律第七十九号）（抄）
（定義）
第二条 この法律において「都市公園」とは、次に掲げる公園又は緑地で、その設置者である地方公共団体
又は国が当該公園又は緑地に設ける公園施設を含むものとする。
一都市計画施設（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第六項に規定する都市計画施設をい
う。次号において同じ。）である公園又は緑地で地方公共団体が設置するもの及び地方公共団体が同条
第二項に規定する都市計画区域内において設置する公園又は緑地
二次に掲げる公園又は緑地で国が設置するもの
イ一の都府県の区域を超えるような広域の見地から設置する都市計画施設である公園又は緑地（ロに
該当するものを除く。）
ロ国家的な記念事業として、又は我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用を図るため閣議の決定
を経て設置する都市計画施設である公園又は緑地

２ この法律において「公園施設」とは、都市公園の効用を全うするため当該都市公園に設けられる次に
掲げる施設をいう。
一園路及び広場
二植栽、花壇、噴水その他の修景施設で政令で定めるもの
三休憩所、ベンチその他の休養施設で政令で定めるもの
四ぶらんこ、滑り台、砂場その他の遊戯施設で政令で定めるもの
五野球場、陸上競技場、水泳プールその他の運動施設で政令で定めるもの
六植物園、動物園、野外劇場その他の教養施設で政令で定めるもの
七飲食店、売店、駐車場、便所その他の便益施設で政令で定めるもの
八門、柵、管理事務所その他の管理施設で政令で定めるもの
九前各号に掲げるもののほか、都市公園の効用を全うする施設で政令で定めるもの
３ 次の各号に掲げるものは、第一項の規定にかかわらず、都市公園に含まれないものとする。
一自然公園法（昭和三十二年法律第百六十一号）の規定により決定された国立公園又は国定公園に関する
公園計画に基いて設けられる施設（以下「国立公園又は国定公園の施設」という。）たる公園又は緑地
二自然公園法の規定により国立公園又は国定公園の区域内に指定される集団施設地区たる公園又は緑地

都市公園法施行令（昭和三十一年政令第二百九十号）（抄）
（公園施設に関する制限等）
第八条 一の都市公園に設ける運動施設の敷地面積の総計の当該都市公園の敷地面積に対する割合は、百
分の五十を参酌して当該都市公園を設置する地方公共団体の条例で定める割合（国の設置に係る都市公
園にあつては、百分の五十）を超えてはならない。
２ 次の各号に掲げる公園施設は、それぞれ当該各号に掲げる敷地面積を有する都市公園でなければこれ
を設けてはならない。
一メリーゴーラウンド、遊戯用電車その他これらに類する遊戯施設でその利用について料金を取ることを
例とするもの 五ヘクタール以上
二ゴルフ場 五十ヘクタール以上
３ 都市公園に分区園を設ける場合においては、一の分区の面積は、五十平方メートルをこえてはならない。
４ 都市公園に宿泊施設を設ける場合においては、当該都市公園の効用を全うするため特に必要があると
認められる場合のほかこれを設けてはならない。
５ その利用に伴い危害を及ぼすおそれがあると認められる公園施設については、さくその他危害を防止
するために必要な施設を設けなければならない。
６ 都市公園において保安上必要と認められる場所には、照明施設を設けなければならない。
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消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）（抄）
第八条 学校、病院、工場、事業場、興行場、百貨店（これに準ずるものとして政令で定める大規模な小
売店舗を含む。以下同じ。）、複合用途防火対象物（防火対象物で政令で定める二以上の用途に供され
るものをいう。以下同じ。）その他多数の者が出入し、勤務し、又は居住する防火対象物で政令で定め
るものの管理について権原を有する者は、政令で定める資格を有する者のうちから防火管理者を定め、
政令で定めるところにより、当該防火対象物について消防計画の作成、当該消防計画に基づく消火、通報
及び避難の訓練の実施、消防の用に供する設備、消防用水又は消火活動上必要な施設の点検及び整備、
火気の使用又は取扱いに関する監督、避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理並びに収容人員の
管理その他防火管理上必要な業務を行わせなければならない。
② （略）
③ （略）
④ （略）
⑤ （略）

第十七条 学校、病院、工場、事業場、興行場、百貨店、旅館、飲食店、地下街、複合用途防火対象物そ
の他の防火対象物で政令で定めるものの関係者は、政令で定める消防の用に供する設備、消防用水及び
消火活動上必要な施設（以下「消防用設備等」という。）について消火、避難その他の消防の活動のため
に必要とされる性能を有するように、政令で定める技術上の基準に従つて、設置し、及び維持しなければ
ならない。
② 市町村は、その地方の気候又は風土の特殊性により、前項の消防用設備等の技術上の基準に関する政
令又はこれに基づく命令の規定のみによつては防火の目的を充分に達し難いと認めるときは、条例で、
同項の消防用設備等の技術上の基準に関して、当該政令又はこれに基づく命令の規定と異なる規定を設け
ることができる。
③ 第一項の防火対象物の関係者が、同項の政令若しくはこれに基づく命令又は前項の規定に基づく条例
で定める技術上の基準に従つて設置し、及び維持しなければならない消防用設備等に代えて、特殊の消防
用設備等その他の設備等（以下「特殊消防用設備等」という。）であつて、当該消防用設備等と同等以上
の性能を有し、かつ、当該関係者が総務省令で定めるところにより作成する特殊消防用設備等の設置及
び維持に関する計画（以下「設備等設置維持計画」という。）に従つて設置し、及び維持するものとし
て、総務大臣の認定を受けたものを用いる場合には、当該消防用設備等（それに代えて当該認定を受けた
特殊消防用設備等が用いられるものに限る。）については、前二項の規定は、適用しない。

第十七条の二の五 第十七条第一項の消防用設備等の技術上の基準に関する政令若しくはこれに基づく命
令又は同条第二項の規定に基づく条例の規定の施行又は適用の際、現に存する同条第一項の防火対象物
における消防用設備等（消火器、避難器具その他政令で定めるものを除く。以下この条及び次条におい
て同じ。）又は現に新築、増築、改築、移転、修繕若しくは模様替えの工事中の同条同項の防火対象物
に係る消防用設備等がこれらの規定に適合しないときは、当該消防用設備等については、当該規定は、
適用しない。この場合においては、当該消防用設備等の技術上の基準に関する従前の規定を適用する。
② 前項の規定は、消防用設備等で次の各号のいずれかに該当するものについては、適用しない。
一第十七条第一項の消防用設備等の技術上の基準に関する政令若しくはこれに基づく命令又は同条第二
項の規定に基づく条例を改正する法令による改正（当該政令若しくは命令又は条例を廃止すると同時
に新たにこれに相当する政令若しくは命令又は条例を制定することを含む。）後の当該政令若しくは
命令又は条例の規定の適用の際、当該規定に相当する従前の規定に適合していないことにより同条第
一項の規定に違反している同条同項の防火対象物における消防用設備等
二工事の着手が第十七条第一項の消防用設備等の技術上の基準に関する政令若しくはこれに基づく命令
又は同条第二項の規定に基づく条例の規定の施行又は適用の後である政令で定める増築、改築又は大
規模の修繕若しくは模様替えに係る同条第一項の防火対象物における消防用設備等
三第十七条第一項の消防用設備等の技術上の基準に関する政令若しくはこれに基づく命令又は同条第二
項の規定に基づく条例の規定に適合するに至つた同条第一項の防火対象物における消防用設備等
四前三号に掲げるもののほか、第十七条第一項の消防用設備等の技術上の基準に関する政令若しくはこ
れに基づく命令又は同条第二項の規定に基づく条例の規定の施行又は適用の際、現に存する百貨店、
旅館、病院、地下街、複合用途防火対象物（政令で定めるものに限る。）その他同条第一項の防火対
象物で多数の者が出入するものとして政令で定めるもの（以下「特定防火対象物」という。）における
消防用設備等又は現に新築、増築、改築、移転、修繕若しくは模様替えの工事中の特定防火対象物に
係る消防用設備等
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消防法施行令（昭和三十六年政令第三十七号）（抄）
（防火管理者の責務）
第三条の二 防火管理者は、総務省令で定めるところにより、当該防火対象物についての防火管理に係る消
防計画を作成し、所轄消防長又は消防署長に届け出なければならない。
２ 防火管理者は、前項の消防計画に基づいて、当該防火対象物について消火、通報及び避難の訓練の実
施、消防の用に供する設備、消防用水又は消火活動上必要な施設の点検及び整備、火気の使用又は取扱
いに関する監督、避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理並びに収容人員の管理その他防火管理
上必要な業務を行わなければならない。
３ 防火管理者は、防火管理上必要な業務を行うときは、必要に応じて当該防火対象物の管理について権
原を有する者の指示を求め、誠実にその職務を遂行しなければならない。
４ 防火管理者は、消防の用に供する設備、消防用水若しくは消火活動上必要な施設の点検及び整備又は
火気の使用若しくは取扱いに関する監督を行うときは、火元責任者その他の防火管理の業務に従事する
者に対し、必要な指示を与えなければならない。

（消防用設備等の種類）
第七条 法第十七条第一項の政令で定める消防の用に供する設備は、消火設備、警報設備及び避難設備と
する。
２ 前項の消火設備は、水その他消火剤を使用して消火を行う機械器具又は設備であつて、次に掲げるもの
とする。
一消火器及び次に掲げる簡易消火用具
イ水バケツ
ロ水槽
ハ乾燥砂
ニ膨張ひる石又は膨張真珠岩
二屋内消火栓設備
三スプリンクラー設備
四水噴霧消火設備
五泡消火設備
六不活性ガス消火設備
七ハロゲン化物消火設備
八粉末消火設備
九屋外消火栓設備
十動力消防ポンプ設備
３ 第一項の警報設備は、火災の発生を報知する機械器具又は設備であつて、次に掲げるものとする。
一自動火災報知設備
一の二ガス漏れ火災警報設備（液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和四十二
年法律第百四十九号）第二条第三項に規定する液化石油ガス販売事業によりその販売がされる液化石
油ガスの漏れを検知するためのものを除く。以下同じ。）
二漏電火災警報器
三消防機関へ通報する火災報知設備
四警鐘、携帯用拡声器、手動式サイレンその他の非常警報器具及び次に掲げる非常警報設備
イ非常ベル
ロ自動式サイレン
ハ放送設備

４ 第一項の避難設備は、火災が発生した場合において避難するために用いる機械器具又は設備であつて、
次に掲げるものとする。
一すべり台、避難はしご、救助袋、緩降機、避難橋その他の避難器具
二誘導灯及び誘導標識
５ 法第十七条第一項の政令で定める消防用水は、防火水槽又はこれに代わる貯水池その他の用水とする。
６ 法第十七条第一項の政令で定める消火活動上必要な施設は、排煙設備、連結散水設備、連結送水管、
非常コンセント設備及び無線通信補助設備とする。
７ 第一項及び前二項に規定するもののほか、第二十九条の四第一項に規定する必要とされる防火安全性
能を有する消防の用に供する設備等は、法第十七条第一項に規定する政令で定める消防の用に供する設
備、消防用水及び消火活動上必要な施設とする。
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（消火器具に関する基準）
第十条 消火器又は簡易消火用具（以下「消火器具」という。）は、次に掲げる防火対象物又はその部分
に設置するものとする。
一次に掲げる防火対象物
イ別表第一（一）項イ、（二）項、（六）項イ（１）から（３）まで及びロ、（十六の二）項から
（十七）項まで並びに（二十）項に掲げる防火対象物
ロ別表第一（三）項に掲げる防火対象物で、火を使用する設備又は器具（防火上有効な措置として総務
省令で定める措置が講じられたものを除く。）を設けたもの

二次に掲げる防火対象物で、延べ面積が百五十平方メートル以上のもの
イ別表第一（一）項ロ、（四）項、（五）項、（六）項イ（４）、ハ及びニ、（九）項並びに（十
二）項から（十四）項までに掲げる防火対象物
ロ別表第一（三）項に掲げる防火対象物（前号ロに掲げるものを除く。）
三別表第一（七）項、（八）項、（十）項、（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物で、延べ面
積が三百平方メートル以上のもの
四前三号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる建築物その他の工作物で、少量危険物（法第二条第七
項に規定する危険物（別表第二において「危険物」という。）のうち、危険物の規制に関する政令（昭
和三十四年政令第三百六号）第一条の十一に規定する指定数量の五分の一以上で当該指定数量未満の
ものをいう。）又は指定可燃物（同令別表第四の品名欄に掲げる物品で、同表の数量欄に定める数量以
上のものをいう。以下同じ。）を貯蔵し、又は取り扱うもの
五前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一に掲げる建築物の地階（地下建築物にあつては、その各階
をいう。以下同じ。）、無窓階（建築物の地上階のうち、総務省令で定める避難上又は消火活動上有
効な開口部を有しない階をいう。以下同じ。）又は三階以上の階で、床面積が五十平方メートル以上の
もの

２ 前項に規定するもののほか、消火器具の設置及び維持に関する技術上の基準は、次のとおりとする。
一前項各号に掲げる防火対象物又はその部分には、防火対象物の用途、構造若しくは規模又は消火器具
の種類若しくは性能に応じ、総務省令で定めるところにより、別表第二においてその消火に適応するも
のとされる消火器具を設置すること。ただし、二酸化炭素又はハロゲン化物（総務省令で定めるもの
を除く。）を放射する消火器は、別表第一（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる防火対象物並
びに総務省令で定める地階、無窓階その他の場所に設置してはならない。
二消火器具は、通行又は避難に支障がなく、かつ、使用に際して容易に持ち出すことができる箇所に設置
すること。

３ 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分に屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水噴霧消火設
備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備を次条、第十二条、第
十三条、第十四条、第十五条、第十六条、第十七条若しくは第十八条に定める技術上の基準に従い、又
は当該技術上の基準の例により設置したときは、同項の規定にかかわらず、総務省令で定めるところによ
り、消火器具の設置個数を減少することができる。

（屋内消火栓設備に関する基準）
第十一条 屋内消火栓設備は、次に掲げる防火対象物又はその部分に設置するものとする。
一別表第一（一）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が五百平方メートル以上のもの
二別表第一（二）項から（十）項まで、（十二）項及び（十四）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が七
百平方メートル以上のもの
三別表第一（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が千平方メートル以上のもの
四別表第一（十六の二）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が百五十平方メートル以上のもの
五前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる建築物その他の工作物で、指定可燃物（可燃性液体類
に係るものを除く。）を危険物の規制に関する政令別表第四で定める数量の七百五十倍以上貯蔵し、
又は取り扱うもの
六前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一（一）項から（十二）項まで、（十四）項及び（十五）項
に掲げる防火対象物の地階、無窓階又は四階以上の階で、床面積が、同表（一）項に掲げる防火対象
物にあつては百平方メートル以上、同表（二）項から（十）項まで、（十二）項及び（十四）項に掲
げる防火対象物にあつては百五十平方メートル以上、同表（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対
象物にあつては二百平方メートル以上のもの

２ 前項の規定の適用については、同項各号（第五号を除く。）に掲げる防火対象物又はその部分の延べ
面積又は床面積の数値は、主要構造部（建築基準法第二条第五号に規定する主要構造部をいう。以下同
じ。）を耐火構造とし、かつ、壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根。以下この項において同
じ。）の室内に面する部分（回り縁、窓台その他これらに類する部分を除く。以下この項において同
じ。）の仕上げを難燃材料（建築基準法施行令第一条第六号に規定する難燃材料をいう。以下この項に
おいて同じ。）でした防火対象物にあつては当該数値の三倍の数値（次条第一項第一号に掲げる防火対
象物について前項第二号の規定を適用する場合にあつては、当該三倍の数値又は千平方メートルに同条
第二項第三号の二の総務省令で定める部分の床面積の合計を加えた数値のうち、いずれか小さい数値）
とし、主要構造部を耐火構造としたその他の防火対象物又は建築基準法第二条第九号の三イ若しくはロ
のいずれかに該当し、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを難燃材料でした防火対象物にあ
つては当該数値の二倍の数値（次条第一項第一号に掲げる防火対象物について前項第二号の規定を適用
する場合にあつては、当該二倍の数値又は千平方メートルに同条第二項第三号の二の総務省令で定める
部分の床面積の合計を加えた数値のうち、いずれか小さい数値）とする。
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３ 前二項に規定するもののほか、屋内消火栓設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、次の各号に
掲げる防火対象物又はその部分の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。
一第一項第二号及び第六号に掲げる防火対象物又はその部分（別表第一（十二）項イ又は（十四）項に
掲げる防火対象物に係るものに限る。）並びに第一項第五号に掲げる防火対象物又はその部分 次に
掲げる基準
イ屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口までの水平距離が二十
五メートル以下となるように設けること。
ロ屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口からの水平距離が二十
五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さとすること。
ハ水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当該設置個数が二を
超えるときは、二とする。）に二‧六立方メートルを乗じて得た量以上の量となるように設けること。
ニ屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階のすべての屋内消火栓（設置個数が二を超えるとき
は、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれのノズルの先端において、放水圧
力が〇‧一七メガパスカル以上で、かつ、放水量が百三十リットル毎分以上の性能のものとすること。
ホ水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそれが少
ない箇所に設けること。
ヘ屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。
二第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分で、前号に掲げる防火対象物又はその部分以外のもの
同号又は次のイ若しくはロに掲げる基準
イ次に掲げる基準
（１）屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口までの水平距離が十
五メートル以下となるように設けること。

（２）屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口からの水平距離が十
五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さとすること。

（３）屋内消火栓設備の消防用ホースの構造は、一人で操作することができるものとして総務省令で定め
る基準に適合するものとすること。

（４）水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当該設置個数が
二を超えるときは、二とする。）に一‧二立方メートルを乗じて得た量以上の量となるように設ける
こと。

（５）屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階の全ての屋内消火栓（設置個数が二を超えると
きは、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれのノズルの先端において、放水
圧力が〇‧二五メガパスカル以上で、かつ、放水量が六十リットル毎分以上の性能のものとすること。

（６）水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそれが
少ない箇所に設けること。

（７）屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。
ロ次に掲げる基準
（１）屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口までの水平距離が二
十五メートル以下となるように設けること。

（２）屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口からの水平距離が二
十五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さとすること。

（３）屋内消火栓設備の消防用ホースの構造は、一人で操作することができるものとして総務省令で定め
る基準に適合するものとすること。

（４）水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当該設置個数が
二を超えるときは、二とする。）に一‧六立方メートルを乗じて得た量以上の量となるように設ける
こと。

（５）屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階の全ての屋内消火栓（設置個数が二を超えると
きは、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれのノズルの先端において、放水
圧力が〇‧一七メガパスカル以上で、かつ、放水量が八十リットル毎分以上の性能のものとすること。

（６）水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそれが
少ない箇所に設けること。

（７）屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。
４ 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分にスプリンクラー設備、水噴霧消火設備、泡消火設備、
不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備、屋外消火栓設備又は動力消防ポンプ設備
を次条、第十三条、第十四条、第十五条、第十六条、第十七条、第十八条、第十九条若しくは第二十条
に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したときは、同項の規定にかかわ
らず、当該設備の有効範囲内の部分（屋外消火栓設備及び動力消防ポンプ設備にあつては、一階及び二階
の部分に限る。）について屋内消火栓設備を設置しないことができる。

（自動火災報知設備に関する基準）
第二十一条 自動火災報知設備は、次に掲げる防火対象物又はその部分に設置するものとする。
一次に掲げる防火対象物
イ別表第一（二）項ニ、（五）項イ、（六）項イ（１）から（３）まで及びロ、（十三）項ロ並びに
（十七）項に掲げる防火対象物
ロ別表第一（六）項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限る。）
二別表第一（九）項イに掲げる防火対象物で、延べ面積が二百平方メートル以上のもの
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三次に掲げる防火対象物で、延べ面積が三百平方メートル以上のもの
イ別表第一（一）項、（二）項イからハまで、（三）項、（四）項、（六）項イ（４）及びニ、（十
六）項イ並びに（十六の二）項に掲げる防火対象物
ロ別表第一（六）項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものを除く。）
四別表第一（五）項ロ、（七）項、（八）項、（九）項ロ、（十）項、（十二）項、（十三）項イ及び
（十四）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が五百平方メートル以上のもの
五別表第一（十六の三）項に掲げる防火対象物のうち、延べ面積が五百平方メートル以上で、かつ、同表
（一）項から（四）項まで、（五）項イ、（六）項又は（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供さ
れる部分の床面積の合計が三百平方メートル以上のもの
六別表第一（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が千平方メートル以上のもの
七前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一に掲げる防火対象物のうち、同表（一）項から（四）項ま
で、（五）項イ、（六）項又は（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供される部分が避難階以外の
階に存する防火対象物で、当該避難階以外の階から避難階又は地上に直通する階段が二（当該階段が
屋外に設けられ、又は総務省令で定める避難上有効な構造を有する場合にあつては、一）以上設けら
れていないもの
八前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一に掲げる建築物その他の工作物で、指定可燃物を危険物の
規制に関する政令別表第四で定める数量の五百倍以上貯蔵し、又は取り扱うもの
九別表第一（十六の二）項に掲げる防火対象物（第三号及び前二号に掲げるものを除く。）の部分で、
次に掲げる防火対象物の用途に供されるもの
イ別表第一（二）項ニ、（五）項イ並びに（六）項イ（１）から（３）まで及びロに掲げる防火対象物
ロ別表第一（六）項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限る。）
十別表第一（二）項イからハまで、（三）項及び（十六）項イに掲げる防火対象物（第三号、第七号及
び第八号に掲げるものを除く。）の地階又は無窓階（同表（十六）項イに掲げる防火対象物の地階又
は無窓階にあつては、同表（二）項又は（三）項に掲げる防火対象物の用途に供される部分が存する
ものに限る。）で、床面積が百平方メートル（同表（十六）項イに掲げる防火対象物の地階又は無窓
階にあつては、当該用途に供される部分の床面積の合計が百平方メートル）以上のもの
十一前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる建築物の地階、無窓階又は三階以上の階で、床面積
が三百平方メートル以上のもの
十二前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる防火対象物の道路の用に供される部分で、床面積が、
屋上部分にあつては六百平方メートル以上、それ以外の部分にあつては四百平方メートル以上のもの
十三前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる防火対象物の地階又は二階以上の階のうち、駐車の
用に供する部分の存する階（駐車するすべての車両が同時に屋外に出ることができる構造の階を除
く。）で、当該部分の床面積が二百平方メートル以上のもの
十四前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる防火対象物の十一階以上の階
十五前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる防火対象物の通信機器室で床面積が五百平方メート
ル以上のもの

２ 前項に規定するもののほか、自動火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、次のとおり
とする。
一自動火災報知設備の警戒区域（火災の発生した区域を他の区域と区別して識別することができる最小
単位の区域をいう。次号において同じ。）は、防火対象物の二以上の階にわたらないものとすること。
ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。
二 一の警戒区域の面積は、六百平方メートル以下とし、その一辺の長さは、五十メートル以下（別表
第三に定める光電式分離型感知器を設置する場合にあつては、百メートル以下）とすること。ただ
し、当該防火対象物の主要な出入口からその内部を見通すことができる場合にあつては、その面積を
千平方メートル以下とすることができる。
三自動火災報知設備の感知器は、総務省令で定めるところにより、天井又は壁の屋内に面する部分及び
天井裏の部分（天井のない場合にあつては、屋根又は壁の屋内に面する部分）に、有効に火災の発生
を感知することができるように設けること。ただし、主要構造部を耐火構造とした建築物にあつて
は、天井裏の部分に設けないことができる。
四自動火災報知設備には、非常電源を附置すること。
３ 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分（総務省令で定めるものを除く。）にスプリンクラー設
備、水噴霧消火設備又は泡消火設備（いずれも総務省令で定める閉鎖型スプリンクラーヘツドを備えて
いるものに限る。）を第十二条、第十三条、第十四条若しくは第十五条に定める技術上の基準に従い、
又は当該技術上の基準の例により設置したときは、同項の規定にかかわらず、当該設備の有効範囲内の部
分について自動火災報知設備を設置しないことができる。

第三十二条 この節の規定は、消防用設備等について、消防長又は消防署長が、防火対象物の位置、構造又
は設備の状況から判断して、この節の規定による消防用設備等の基準によらなくとも、火災の発生又は延
焼のおそれが著しく少なく、かつ、火災等の災害による被害を最少限度に止めることができると認めると
きにおいては、適用しない。
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別表第一（第一条の二―第三条、第三条の三、第四条、第四条の二の二―第四条の三、第六条、第九条―
第十四条、第十九条、第二十一条―第二十九条の三、第三十一条、第三十四条、第三十四条の二、第三十
四条の四―第三十六条関係）

（一） イ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場
ロ 公会堂又は集会場

（二）

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの
ロ 遊技場又はダンスホール
ハ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和二十三年法律第百二十二号）第
二条第五項に規定する性風俗関連特殊営業を営む店舗（ニ並びに（一）項イ、（四）項、
（五）項イ及び（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供されているものを除く。）その
他これに類するものとして総務省令で定めるもの

ニ カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品を個室（これに類する施設を含む。）
において客に利用させる役務を提供する業務を営む店舗で総務省令で定めるもの

（三） イ 待合、料理店その他これらに類するもの
ロ 飲食店

（四） 百貨店、マーケツトその他の物品販売業を営む店舗又は展示場

（五） イ 旅館、ホテル、宿泊所その他これらに類するもの
ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅

（六） （略）

（七） 小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、高等専門学校、大学、専修学校、
各種学校その他これらに類するもの

（八） 図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの

（九） イ 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの
ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場

（十） 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場（旅客の乗降又は待合いの用に供する建築物に
限る。）

（十一）神社、寺院、教会その他これらに類するもの

（十二）イ 工場又は作業場
ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ

（十三）イ 自動車車庫又は駐車場
ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫

（十四）倉庫
（十五）前各項に該当しない事業場

（十六）
イ 複合用途防火対象物のうち、その一部が（一）項から（四）項まで、（五）項イ、（六）
項又は（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供されているもの

ロ イに掲げる複合用途防火対象物以外の複合用途防火対象物

（十六の
二） 地下街

（一六の
三）

建築物の地階（（十六の二）項に掲げるものの各階を除く。）で連続して地下道に面して設け
られたものと当該地下道とを合わせたもの（（一）項から（四）項まで、（五）項イ、（六）
項又は（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供される部分が存するものに限る。）

（一七）
文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）の規定によつて重要文化財、重要有形民俗文
化財、史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重要美術品等の保存に関する法律
（昭和八年法律第四十三号）の規定によつて重要美術品として認定された建造物

（一八）以降略
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旅館業法（昭和二十三年法律第百三十八号）（抄）
第三条 旅館業を営もうとする者は、都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあつては、市長又は
区長。第四項を除き、以下同じ。）の許可を受けなければならない。ただし、旅館‧ホテル営業又は簡易
宿所営業の許可を受けた者が、当該施設において下宿営業を営もうとする場合は、この限りでない。
２ （略）
３ （略）
４ （略）
５ （略）

第四条 営業者は、旅館業の施設について、換気、採光、照明、防湿及び清潔その他宿泊者の衛生に必要な
措置を講じなければならない。
２ 前項の措置の基準については、都道府県が条例で、これを定める。
３ 第一項に規定する事項を除くほか、営業者は、旅館業の施設を利用させるについては、政令で定める基
準によらなければならない。

旅館業法施行令（昭和三十二年政令第百五十二号）（抄）
（構造設備の基準）
第一条 旅館業法（以下「法」という。）第三条第二項の規定による旅館‧ホテル営業の施設の構造設備の
基準は、次のとおりとする。
一 一客室の床面積は、七平方メートル（寝台を置く客室にあつては、九平方メートル）以上であること。
二宿泊しようとする者との面接に適する玄関帳場その他当該者の確認を適切に行うための設備として厚生
労働省令で定める基準に適合するものを有すること。
三適当な換気、採光、照明、防湿及び排水の設備を有すること。
四当該施設に近接して公衆浴場がある等入浴に支障を来さないと認められる場合を除き、宿泊者の需要を
満たすことができる適当な規模の入浴設備を有すること。
五宿泊者の需要を満たすことができる適当な規模の洗面設備を有すること。
六適当な数の便所を有すること。
七その設置場所が法第三条第三項各号に掲げる施設の敷地（これらの用に供するものと決定した土地を
含む。）の周囲おおむね百メートルの区域内にある場合には、当該施設から客室又は客の接待をして
客に遊興若しくは飲食をさせるホール若しくは客に射幸心をそそるおそれがある遊技をさせるホール
その他の設備の内部を見通すことを遮ることができる設備を有すること。
八その他都道府県（保健所を設置する市又は特別区にあつては、市又は特別区。以下この条において同
じ。）が条例で定める構造設備の基準に適合すること。

２ 法第三条第二項の規定による簡易宿所営業の施設の構造設備の基準は、次のとおりとする。
一客室の延床面積は、三十三平方メートル（法第三条第一項の許可の申請に当たつて宿泊者の数を十人
未満とする場合には、三‧三平方メートルに当該宿泊者の数を乗じて得た面積）以上であること。
二階層式寝台を有する場合には、上段と下段の間隔は、おおむね一メートル以上であること。
三適当な換気、採光、照明、防湿及び排水の設備を有すること。
四当該施設に近接して公衆浴場がある等入浴に支障をきたさないと認められる場合を除き、宿泊者の需要
を満たすことができる規模の入浴設備を有すること。
五宿泊者の需要を満たすことができる適当な規模の洗面設備を有すること。
六適当な数の便所を有すること。
七その他都道府県が条例で定める構造設備の基準に適合すること。
３ 法第三条第二項の規定による下宿営業の施設の構造設備の基準は、次のとおりとする。
一適当な換気、採光、照明、防湿及び排水の設備を有すること。
二当該施設に近接して公衆浴場がある等入浴に支障をきたさないと認められる場合を除き、宿泊者の需要
を満たすことができる規模の入浴設備を有すること。
三宿泊者の需要を満たすことができる適当な規模の洗面設備を有すること。
四適当な数の便所を有すること。
五その他都道府県が条例で定める構造設備の基準に適合すること。

（構造設備の基準の特例）
第二条 旅館‧ホテル営業又は簡易宿所営業の施設のうち、季節的に利用されるもの、交通が著しく不便
な地域にあるものその他特別の事情があるものであつて、厚生労働省令で定めるものについては、前条第
一項又は第二項に定める基準に関して、厚生労働省令で必要な特例を定めることができる。
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第一条 この法律で「公衆浴場」とは、温湯、潮湯又は温泉その他を使用して、公衆を入浴させる施 設を
いう。
２ この法律で「浴場業」とは、都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあつては、市長又 は
区長。以下同じ。）の許可を受けて、業として公衆浴場を経営することをいう。

第二条 業として公衆浴場を経営しようとする者は、都道府県知事の許可を受けなければならない。
２ （略）
３ （略）
４ （略）

第三条 営業者は、公衆浴場について、換気、採光、照明、保温及び清潔その他入浴者の衛生及び風 紀に
必要な措置を講じなければならない。
２ 前項の措置の基準については、都道府県が条例で、これを定める。

公衆浴場法（昭和二十三年法律第百三十九号）（抄）

第五十四条 都道府県は、公衆衛生に与える影響が著しい営業（食鳥処理の事業を除く。）であつて、政令
で定めるものの施設につき、厚生労働省令で定める基準を参酌して、条例で、公衆衛生の見地から必要な
基準を定めなければならない。

第五十五条 前条に規定する営業を営もうとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事
の許可を受けなければならない。
② 前項の場合において、都道府県知事は、その営業の施設が前条の規定による基準に合うと認めるとき
は、許可をしなければならない。ただし、同条に規定する営業を営もうとする者が次の各号のいずれか
に該当するときは、同項の許可を与えないことができる。
一この法律又はこの法律に基づく処分に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける
ことがなくなつた日から起算して二年を経過しない者
二第五十九条から第六十一条までの規定により許可を取り消され、その取消しの日から起算して二年を
経過しない者
三法人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの
③ 都道府県知事は、第一項の許可に五年を下らない有効期間その他の必要な条件を付けることができる。

食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）（抄）

（営業の指定）
第三十五条 法第五十四条の規定により都道府県が施設についての基準を定めるべき営業は、次のとおり
とする。
一飲食店営業
二以降略

食品衛生法施行令（昭和二十八年政令第二百二十九号）（抄）

（形質変更時要届出区域の指定等）
第十一条 都道府県知事は、土地が第六条第一項第一号に該当し、同項第二号に該当しないと認める場合
には、当該土地の区域を、その土地が特定有害物質によって汚染されており、当該土地の形質の変更をし
ようとするときの届出をしなければならない区域として指定するものとする。
２ 都道府県知事は、土壌の特定有害物質による汚染の除去により、前項の指定に係る区域（以下「形質変
更時要届出区域」という。）の全部又は一部について同項の指定の事由がなくなったと認めるときは、当
該形質変更時要届出区域の全部又は一部について同項の指定を解除するものとする。
３ （略）
４ （略）

土壌汚染対策法（平成十四年法律第五十三号）（抄）
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（喫煙等）
第23条 次に掲げる場所で、消防長が指定する場所においては、喫煙し、若しくは裸火を使用し、又は当
該場所に火災予防上危険な物品を持ち込んではならない。ただし、特に必要な場合において消防長が火災
予防上支障がないと認めたときは、この限りでない。
（１）劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂若しくは集会場（以下「劇場等」という。）の舞台又は客席
（２）百貨店、マーケツトその他の物品販売業を営む店舗又は展示場（以下「百貨店等」という。）の売
場又は展示部分

（３）文化財保護法（昭和25年法律第214号）の規定によつて重要文化財、重要有形民俗文化財、史跡若し
くは重要な文化財として指定され、又は旧重要美術品等の保存に関する法律（昭和８年法律第43号）
の規定によつて重要美術品として認定された建造物の内部又は周囲

（４）第１号及び第２号に掲げるもののほか、火災が発生した場合に人命に危険を生ずるおそれのある場所
２ 前項の消防長が指定する場所には、客席の前面その他の見やすい箇所に「禁煙」、「火気厳禁」又は
「危険物品持込み厳禁」と表示した標識を設けなければならない。この場合において、標識の色は、地を
赤色、文字を白色とするものとする。
３ 前項の場合において、併せて図記号による標識を設けるときは、別表第７に定めるものとしなければな
らない。
４ 第１項の消防長が指定する場所（同項第３号に掲げる場所を除く。）を有する防火対象物の関係者
は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次の各号に定める措置を講じなければならない。
（１）当該防火対象物内において全面的に喫煙が禁止されている場合 当該防火対象物内において全面的に
喫煙が禁止されている旨の標識の設置その他の当該防火対象物内における全面的な喫煙の禁止を確保
するために消防長が火災予防上必要と認める措置

（２）前号に掲げる場合以外の場合 適当な数の吸殻容器を設けた喫煙所の設置及び当該喫煙所における
「喫煙所」と表示した標識の設置（併せて図記号による標識を設けるときは、別表第７に定めるもの
としなければならない。）

５ 前項第２号に掲げる場合において、劇場等の喫煙所は、階ごとに客席及び廊下（通行の用に供しない部
分を除く。）以外の場所に設けなければならない。ただし、劇場等の一部の階において全面的に喫煙が
禁止されている旨の標識の設置その他の当該階における全面的な喫煙の禁止を確保するために消防長が
火災予防上必要と認める措置を講じた場合は、当該階において喫煙所を設けないことができる。
６ 前項の喫煙所の床面積の合計は、客席の床面積の合計の30分の１以上としなければならない。ただ
し、消防長が、当該場所の利用状況等から判断して、火災予防上支障がないと認めるときは、この限りで
ない。
７ 第１項の消防長の指定する場所の関係者は、当該場所で喫煙し、若しくは裸火を使用し、又は当該場
所に火災予防上危険な物品を持ち込もうとしている者があるときは、これを制止しなければならない。

（たき火）
第25条 可燃性の物品その他の可燃物の近くにおいては、たき火をしてはならない。
２ たき火をする場合においては、消火準備その他火災予防上必要な措置を講じなければならない。

善通寺市火災予防条例（昭和三十七年三月一四日条例第一二号）（抄）
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（指定管理者が行う業務）
第３条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。
（１）大洲城の利用の許可に関する業務
（２）大洲城の観覧に係る料金(以下「観覧料」という。)及び利用に係る料金(以下「利用料金」という。)
の収受に関する業務

（３）大洲城の施設、設備等の維持管理に関する業務
（４）前３号に掲げるもののほか、大洲城の管理及び運営に必要な業務

（観覧等の時間及び休日）
第４条 大洲城の観覧及び利用の時間は、午前９時から午後５時までとする。
２ 大洲城の休日は、12月29日から12月31日までとする。
３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者（指定管理者が大洲城を管理することができないときは市長。
次条、第６条、第７条及び第９条（後段を除く。）において同じ。）が必要であると認めたときは、大
洲城の観覧及び利用 の時間並びに休日を変更することができる。

大洲城管理条例（平成二十一年九月八日条例第二七号）（抄）

（指定管理者が行う業務）
第３条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。
（１）臥龍山荘の利用の許可に関する業務
（２）臥龍山荘の観覧に係る料金（以下「観覧料」という。）及び利用に係る料金（以下「利用料金」という。）
の収受に関する業務

（３）臥龍山荘の施設、設備等の維持管理に関する業務
（４）前３号に掲げるもののほか、臥龍山荘の管理及び運営に必要な業務

（観覧等の時間及び休日）
第４条 臥龍山荘の観覧及び利用の時間は、午前９時から午後５時までとする。
２ 臥龍山荘の休日は、12月29日から12月31日までとする。
３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者（指定管理者が臥龍山荘を管理することができないときは市
長。次条、第６条、第７条及び第９条（後段を除く。）において同じ。）が必要であると認めたとき
は、臥龍山荘の観覧及び利用の時間並びに休日を変更することができる。

臥龍山荘管理条例（平成十七年一月十一日条例第二百二号）（抄）
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（現状変更等の制限）
第十四条 都指定有形文化財に関しその現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとする
ときは、教育委員会の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更については維持の措置又は非
常災害のために必要な応急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微である場合
は、この限りでない。
２ 前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、教育委員会規則で定める。
３ 教育委員会は、第一項の許可を与える場合において、その許可の条件として同項の現状の変更又は保存
に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることができる。
４ 第一項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかつたときは、教育委員会は、許可に係る現状
の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停止を命じ、又は許可を取り消すことができる。
５ 第一項の許可を受けることができなかつたことにより、又は第三項の許可の条件を付せられたことに
よつて損失を受けた者に対しては、都は、その通常生ずべき損失を補償する。

（修理の届出等）
第十五条 都指定有形文化財を修理しようとするときは、所有者は、あらかじめその旨を教育委員会に届
け出なければならない。ただし、第十条第一項の規定による補助金の交付、第十二条第二項の規定によ
る勧告又は前条第一項の規定による許可を受けて修理を行う場合は、この限りでない。
２ 都指定有形文化財の保護上必要があると認めるときは、教育委員会は、前項の届出に係る修理に関し
技術的な指導及び助言をすることができる。

東京都文化財保護条例（昭和五十一年三月三十一日条例第二十五号）（抄）

（景観形成重点地区等）
第６条 市は、既に景観計画（法第８条第１項に規定する景観計画をいう。以下同じ。）が定められている
区域に景観形成重点地区その他必要な地区を定めることができる。この場合においては、当該地区につい
て新たに景観計画を定めなければならない。
２ 前項の場合において、新たに定める景観計画の区域は、既に定められている景観計画の区域から除くも
のとする。
３ 景観形成重点地区は、別表第1のとおりとする。

（届出対象行為等）
第９条 法第16条第１項第４号の条例で定める行為は、次に掲げる行為とする。
（１）土地の開墾、土石の採取、鉱物の掘採その他の土地の形質の変更（以下「土地の形質変更」とい

う。）で、その面積が3,000平方メートルを超えるもの又は高さが５メートルを超える法面を生じるもの
（２）木竹の植栽又は伐採で、その面積が3,000平方メートルを超えるもの
（３）屋外における土石、廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第２条第
１項に規定する廃棄物をいう。以下同じ。）、再生資源(資源の有効な利用の促進に関する法律（平成
３年法律第48号)第２条第４項に規定する再生資源をいう。以下同じ。）その他の物件の堆積（以下
「土石等の堆積」という。）で、その期間が６月を超え、かつ、その面積が500平方メートル又は高さ
が５メートルを超えるもの

（４）水面の埋立て又は干拓で、その面積が3,000平方メートルを超えるもの又は高さが５メートルを超え
る法面を生じるもの

（５）夜間において公衆の観覧に供するため規則で定める期間継続して建築物（建築基準法（昭和25年法
律第201号）第２条第１号に規定する建築物をいう。以下同じ。）、工作物（建築物を除く。以下同
じ。）又は物件（屋外にあるもので、規則で定めるものに限る。）の外観について行う照明（以下「夜
間の特定照明」という。）で、次条第１項第１号に規定する建築物及び同項第３号に規定する工作物以
外を対象としたもの

２ 前項の規定にかかわらず、第６条第３項に規定する景観形成重点地区における法第16条第１項第４号
の条例で定める行為は、別表第2景観形成重点地区の欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表アからオまで
の欄に掲げる行とする。
３ 法第16条第１項及び第２項に規定する届出に関し必要な事項は、規則で定める。

鹿児島市景観条例（平成十九年十二月二十五日条例第六十八号）（抄）
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別表第１（第６条関係）
（平25条例25‧追加、平25条例44‧平28条例54‧一部改正）

名称 区域
八重の棚田地区 法第９条第６項の規定により告示された八重の棚田地区景観計画の区域
磯地区 法第９条第６項の規定により告示された磯地区景観計画の区域
南洲門前通り地区 法第９条第６項の規定により告示された南洲門前通り地区景観計画の区域

別表第２（第９条関係）
（平25条例44‧全改、平28条例44‧平28条例54‧一部改正）
景観形成重
点地区

ア イ ウ エ オ
土地の形質変更 木竹の植栽又は

伐採
土石等の堆積 水面の埋立て又

は干拓
夜間の特定照明

八重の棚田
地区

その面積が1,000
平方メートルを
超えるもの又は
高さが５メート
ルを超える法面
を生じるもの

その面積が1,000
平方メートルを
超えるもの

その期間が６月
を超え、かつ、
その面積が500平
方メートル又は
高さが5メートル
を超えるもの

別表第３八重の
棚田地区の項中
アの欄に掲げる
建築物及びイの
欄に掲げる工作
物以外を対象と
したもの

磯地区 その面積が500平
方メートルを超
えるもの又は高
さが１メートル
を超える法面を
生じるもの

その面積が500平
方メートルを超
えるもの

その期間が6月を
超え、かつ、そ
の面積が500平方
メートル又は高
さが1メートルを
超えるもの

その面積が500平
方メートルを超
えるもの又は高
さが1メートルを
超える法面を生
じるもの

別表第3磯地区の
項中アの欄に掲
げる建築物及び
イの欄に掲げる
工作物以外を対
象としたもの

南洲門前通
り地区

その面積が500平
方メートルを超
えるもの又は高
さが1メートルを
超える法面を生
じるもの

その面積が500平
方メートルを超
えるもの

その期間が6月を
超え、かつ、そ
の面積が500平方
メートル又は高
さが1メートルを
超えるもの

別表第3南洲門前
通り地区の項中
アの欄に掲げる
建築物及びイの
欄に掲げる工作
物以外を対象と
したもの
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（現状の変更等の制限）
第12条 指定有形文化財の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとする者は、あらか
じめ、県委員会の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更については規則で定める維持の措
置又は非常災害のため必要な応急措置を執るとき、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微なとき
は、この限りでない。
２ 県委員会は、前項の許可をする場合において、その許可の条件として、同項の現状の変更又は保存に影
響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることができる。
３ 第１項の許可を受けた者が、前項の許可の条件に従わなかったときは、県委員会は、許可に係る現状
の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停止を命じ、又は許可を取り消すことができる。
４ 県は、第１項の許可を受けることができなかったことにより、又は第２項の許可の条件を付せられた
ことによって損失を受けた者に対し、通常生ずべき損失を補償する。

兵庫県文化財保護条例（昭和三十九年四月一日条例第五十八号）（抄）

（事業）
第６条 三木家住宅は、第２条に規定する目的を達成するため、次に掲げる事業を行うものとする。
（１）施設及び附属設備の維持管理及び保存活用に関すること。
（２）資料の保存及び展示に関すること。
（３）宿泊の役務及び飲食の提供に関すること。（三木家住宅の主屋以外に限る。）
（４）前各号に掲げるもののほか、第２条に規定する目的を達成するために必要な事業に関すること。

（指定管理者が行う業務）
第７条 指定管理者は、この条例及びこれに基づく規則の規定に従い、次に掲げる業務を行う事ができる。
（１）宿泊の役務及び飲食の提供に関する業務
（２）利用の承認に関する業務
（３）利用料金の徴収及び減免に関する業務
（４）施設及び附属設備の維持管理に関する業務
（５）その他施設の管理に関して必要と認める業務

大庄屋三木家住宅の設置及び管理に関する条例（平成三十年十二月二十日条例第二
十一号）（抄）
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（現状変更行為の規制）
第６条 保存地区内における次に掲げる行為については、あらかじめ、教育委員会の許可を受けなければ
ならない。
（１）建築物その他の工作物(以下「建築物等」という。)の新築、増築、改築、移転又は除却
（２）建築物等の修繕、模様替え又は色彩の変更でその外観を変更することとなるもの
（３）宅地の造成その他土地の形質の変更
（４）木竹の伐採
（５）土石類の採取
（６）水面の埋立て
２ 前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる行為に該当する行為で次に掲げるものについては、同項の
規定による許可を受けることを要しない。
（１）非常災害のため必要な応急措置として行う行為
（２）次に掲げる工作物(建築物以外の工作物をいう。以下同じ。)の新築、増築、改築、移転又は除却
ア仮設の工作物の新築、増築、改築又は移転
イ水道管、下水道管、井戸その他これらに類する工作物で地下に設けるものの新築、増築、改築、移
転又は除却

（３）次に掲げる木竹の伐採
ア間伐、枝打ち、整枝等木竹の保育のため通常行われる木竹の伐採
イ枯損した木竹又は危険な木竹の伐採
ウ森林病害虫等防除のための木竹の伐採
エ自家の生活の用に充てるために必要な木竹の伐採
オ仮植した木竹の伐採

（４）前3号に掲げるもののほか、次に掲げる行為
ア法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為
イ福岡県公安委員会が行う道路標識等の設置又は管理に係る行為

３ 教育委員会は、第1項の許可を与える場合には、保存地区の保存のため必要な限度において条件を付す
ることができる。

うきは市伝統的建造物群保存地区保存条例（平成十七年三月二十日条例第百十号）
（抄）

（現状変更等の制限）
第13条 市指定有形文化財に関しその現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとすると
きは、教育委員会の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更については、維持の措置又は非
常災害のために必要な応急措置を執る場合、保存に影響を及ぼす行為については影響の軽微である場合
は、この限りでない。
２ 教育委員会は、第1項の許可を与える場合において、その許可の条件として同項の現状の変更又は保存
に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすることができる。
３ 教育委員会は、第1項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかったときは、許可に係る現状の
変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停止を命じ、又は許可を取り消すことができる。

（修理の届出等）
第14条 市指定有形文化財を修理しようとするときは、所有者は、あらかじめその旨を教育委員会に届け
出なければならない。ただし、第10条第１項の規定による補助金の交付、第12条第２項の規定による勧
告又は前条第1項の規定による許可を受けて修理を行う場合は、この限りでない。
２ 市指定有形文化財の保護上必要があると認めるときは、教育委員会は、前項の届出に係る修理に関し
技術的な指導及び助言を与えることができる。

うきは市文化財保護条例（平成十七年三月二十日条例第百七号）（抄）

（指定管理者）
第３条 うきは市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、必要があると認めるときは、地方自治
法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）に
管理を行わせることができる。
２ 前項の規定に基づく指定管理者は、うきは市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例
（平成17年うきは市条例第206号）第６条の規定により指定された者とする。

（指定管理者が行う業務）
第４条 指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。

うきは市鏡田屋敷の設置及び管理に関する条例（令和二年九月二十四日条例第百十
二号）（抄）
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（１）鏡田屋敷の運営及び管理業務に関すること。
（２）鏡田屋敷の利用の許可に関すること。
（３）鏡田屋敷の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の収受等に関すること。
（４）その他教育委員会が定める業務に関すること。

（使用料）
第９条 利用者は、別表第１及び別表第２に定める使用料を利用許可のときに納付しなければならない。
ただし、教育委員会が特に理由があると認めたときは、後納することができる。

（利用料金等）
第12条 第９条の規定にかかわらず、第３条第１項の規定により、鏡田屋敷の管理を指定管理者に行わせ
る場合は、利用者は、利用料金を利用許可のときに納めなければならない。ただし、指定管理者が特に
理由があると認めたときは、後納することができる。
２ 利用料金の額は、別表第１及び別表第２に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじめ教育委
員会の承認を得て定めるものとする。
３ 指定管理者は、利用料金を自己の収入として収受するものとする。
４ 指定管理者は、あらかじめ教育委員会の承認を得て定めた基準により、利用料金の全部又は一部を免
除することができる。
５ 既納の利用料金は、返還しない。ただし、指定管理者は、あらかじめ教育委員会の承認を得て定めた
基準により、利用料金の全部又は一部を返還することができる。

別表第１（第９条関係）施設使用料
区分 単位 使用料
１階大広間 １時間１室 220円
１階中広間 １時間１室 220円
１階広間 １時間１室 220円
１階調理室 １時間１室 160円

テレワーク １時間１室 160円
宿泊 １泊１人 14,000円

（利用内容）
第３条 鏡田屋敷の施設は、公開家屋及び会議、飲食、宿泊、テレワーク等を行う場として利用するもの
とする。

うきは市鏡田屋敷の設置及び管理に関する条例施行規則（令和二年十月七日条例第
七号）（抄）
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